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第一章　日仏銀行創立をめぐる諸問題
はじめに
　日仏銀行（BanqueFrancoJap㎝aise）は，フランス商法にもとづき，パリで
設立された，日仏合弁の株式会社形態の銀行である。1912年6月および7月の
2回の創立株主総会を経て設立され，資本金は2，500万フラン，日仏の出資比
率は，フランス側60％，目本側が40％であった。この銀行は，1954年12月に，
クレディ・パリジャン（Credit　P劃risi㎝）へと編成替えを行なうことにより，
その生命をおえた。40年をこえる，この銀行の経営については既に発表した別
稿の課題であるのでu〕，ここでは経営の内容には立ち入らず，日仏銀行をめぐ
る社会経済史的背景について検討する。
（一）　日仏銀行創立をめぐる問題
　（1）日仏銀行創立前史
　日仏銀行設立の「提唱は明治42年仏国から行なわれた｛2〕」というのが，『日
本興業銀行50年史」の立場であるが，波形昭一はより慎重で，この設立計画の
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起源については「必らずしも明確ではない」と述べている｛3〕。フランス側の唯
一の研究であるLi論文も，提唱側を日仏どちらかに限定することよりも，双
方が日仏銀行の設立に好意的であった国際的環境に触れている｛4〕。現時点で，
日仏銀行の創立とその後の展開および歴史的意義などを検討すると筆者は，設
立の提唱は，日本政府側にあったと考えており，フランス政府（特に外務省）
側は，日本側の設立の提唱をフランスに不利にならない条件を整備して，受け
入れるに至ったと考えるのが至当であろう。
　だが，本稿では，パリに残されていた史料にもとづき，日仏銀行設立の前史
について若干触れておきたい。日仏銀行設立の背景を理解するには，日露戦争
（1904－1905）時のフランスに存在した反日感情から説明しなければならな
い。渋沢栄一が，第2回目の渡仏を遂げた1902年には，フランスの友好国ロシ
アと巳本が臨戦体制に入りつつあるとの観測が流れると同時に，フランスのラ
イバル，イギリスと日本が日英同盟（1902年）を締結したことから，日仏関係
は幕末・縫新期以降最悪の状況におかれていた｛5〕。
　ところが，日露戦争が日本側の勝利におわると（1905年），日仏両国に外交
関係正常化の気運が生じる。その結果，1907年に日仏協約が成立し，これが政
治・外交面での日仏の接近を保証する。日仏協約は，日仏両国が日露戦争後の
アジアにおける相互の権益を認め，相互の友好と共存を計ったものである
が｛6〕，この政治・外交面での日仏の協調体制を，経済・金融面での協力関係に
まで拡大しようとして，1907年以降日仏経済・金融協力の方向が強化されたの
である。
　かくして，1907隼には，工一ル・リキッド社が日本に進出するが，その他金
融業界ではパリバ銀行が，フイナリ調査団を派遣して，支店開設の可能性を調
査したのも1907年のことであった｛7〕。またルヴィエ銀行（LaBanqueRouvier）
も，1908年に2度にわたり同趣旨の調査団を日本に送っている。従って，1907
年の外交面での日仏協約の成立と並行して，日仏両国の金融業者の間に，日仏
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金融協力を推進するためのグループ（Sydicat）形成の動きがみられた。
　この日仏民聞金融業者の協力の動きは，必らずしも，ユ912年g）日仏銀行ρ設
立へと直結するものではないが，日仏銀行を誕生させた両国金融業界の前夜の
状況を反映するものである。パリのフランス外務省の史料館には，この経緯を
示す，在日フランス大使から，フランス外務大臣ピション宛の報告書が残され
ている｛8〕。それにより，日仏銀行設立前夜に存在したサンジイカ形成の動きを
確認しておこう。
・報告書では，パ、リの銀行家A・カーン（A．Kahn）が到，1894－95年以降，
日本の銀行家たちと特別な友好関係を確立しており，1908年12月に第2回の訪
日を果したA・カーンは，東京大学に世界周遊奨学基金を寄付したこともあ
り，目本の朝野の指導者と会見し，大歓迎を受けた点が報告され，これは全く
例外的な歓迎だと在日フランス大使はピション外務大臣に伝達してい糺そし
て，在日大使によれば，日本側要人が，A・カーンを高く評価するのは，A・
カーンが欧米の銀行家として，最初に日本の経済発展を予見したからであり，
臼露戦争の最中においてさえ，日本の国外での起債活動に貢献したからであっ
二た。
　また1907年6月10日の日仏協約成立の直後に，A・カーンは，パリと東京の
金融市場を直接連結する方法を考えていたのである。A。カーンが，一在日フラ
ンス大使にこっそりと打明けたところによると，1907年の8月5日にパリの
オート・バンク，オッタンゲ家（Chez　M，Hottmguer）にて，日仏金融業者の
会合が開催されている。この会合には，フランス側からは，オッタンゲ男爵の
ほかジジャ千セン（M－Jamosen），．フユリックろ∵ベルヌ（M．FξIix　Vemes）お
べびアルベール’カー一ンが参加」した。貝本側では；井銀行の・Directeur－Gさn6一
エaI　gマスダの名前がみられる。
　この8月の会合が，日本の金融経済聞題を調査、研究するパリのサンジィカ
形成のアイディアヘとつながり，同趣意のサンデイカが，日本の三井銀行の肚
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入りで，東京に形成されるはずであった。
　だがこの計画は一A・カーンの情報によると一既にイギリスの銀行家た
ちと交流を深めていた日本人グループの反対に遭遇した。そのなかの二人の重
要人物は，横浜正金銀行の高橋男爵であり，もう一人は日本興業銀行総裁の副
田寿一であった。1908年12月に来日したA・カーンは，日本のイギリス系銀行
グループの利害関係者に，ロンドンのパミュール・ゴルドン商会（Maison
Panmure　Gord㎝）などの仲介なしに，直接パリ金融市場と結ぶことが，日本
にとっての利益であり，パリバ銀行のフイナリ訪日調査団もその点を強調して
いたはずだと指摘している。
　A・カーンは，在日大使に，1907年8月5日の会合にもとづき，パリに日仏
経済交流研究のためのサンデイカを設置することに賛成の旨告白し，日本に
とっても，外資導入にあたりロンドンの商社を経由して，パリ市場の資本を導
入する従来の方法より，直接パリ市場から東京へと外資を導入する方がはるか
に有利のはずだと述べていた。
　だがこのA・カーンと三井銀行とによる，パリ・サンジイカおよび日本・サ
ンジィカ形成の動きは，日本に既に存在した，日英のインタレストにより阻止
されることとなった。だがA・カーンは，オッタンゲやヴェルヌとともに1907
年8月以降，日仏金融市場を直接結ぶことを構想しその計画を練っていたので
ある虹⑦。
　（2〕日仏銀行設立諸原案
　パリのパリバ銀行史料館には，日本での銀行設立をめぐる三つの計画案が残
されているω。まず第一の計画案は，日本における「フランス＝ベルギー銀行
に関するノート」（Note　Sur　rEtablissement　d’me　Ba皿que　Franco－Belge　au
Jap㎝）と題したもので，仏文6ぺ一ジからなる。署名も，作成期日の記入も
みられない。このノートによれば，日本には，イギリス，ドイツ，アメリカ関
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係の外国銀行が存在し，それらは横浜や神戸で営業している。だが，フランス
やベルギ丁系の銀行は全くみられず，しかも東京に支店、をおく外国の銀行は存
在しない。また，日本への外資の導入は現在までのところ，日本興業銀行が独
占し，ロンドンのパール銀行（Parrls　Bank　de　L㎝dres）の仲介が行なわれて
いる。ロシア投資の実績のあるプリュッセルとパリの金融市場が東京と直結す
ることが望まれる。
　日本側銀行としては，渋沢栄一の第一銀行，園田男爵の第一五銀行などが侯
補にあげられている。設立されるべき銀行は，フランスかベルギーの会社形態
をとり，本社をヨーロッパにおき，東京に支部取締役会をおく。東京の支部取
締役会は独立性をもち，本社に相談せずに意思決定を行なうことができる。
　この計画書では，モデルとなり，設立を援助するのが，既に成立していた
「申国ベルギー銀行」（Banque　Sino－Be1ge）だと想定されている。
　詳細な検討はむしろ今後の課題だと述べながら，このノートは，日本に銀行
を創設する案は，大変魅力的で，より根本的検討に値する。この計画につい
て，更に検討したいと述べている（1含。
　筆者の播測によれば，このノートは，．1907年の日仏協約の成立から，1912年
の日仏銀行設立までの閻に，ベルギー人，または，ベルギー金融機関と密接な
関係をもつフランス人により作成されたものであろう。日仏銀行設立の基盤と
なる日本興業銀行とは別体系による日本における民間銀行との協力を意図した
ものである。
　第二の計画案は，英文であり，作成者名は明示されていないが，巻末に
「1907年10月7日，横浜」と記入されている。全文27頁で，かなり詳細なもの
であり，タイトルも「日仏銀行定款」仏rtic1es　of．Ass㏄iati㎝of　the　Franco－
Japanese　Bank）である。これに基づき，第二の計画案をみていこう。まず注
目すべきは，本社がパリでなく東京に置かれるべきことが規定される。本銀行
の名称は，日仏銀行（丁血e　F卿coイapane§e　Bank）とされ，その目的のなか
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で，注目すべきは，営業地域が日本に限定されずに，「日本，朝鮮，アジア極
東諸国，その他」と広範にとらえられていることである。またこの銀行は，日
本の商法による株式会社であり，資本金および取締役会役員数の日仏問配分に
関する規定は全くみられない。外国人は，諮問委員会（Advisary　Board）参加
が詐されているだけである。従って，本銀行の本店は東京に所在し必要に応じ
て現地経営陣（Local　Management）が日本以外の地域に設定される構想をも
つ㈱。
　日本の商法にもとづく，この銀行計画案は，横浜在住の日本人金融業者によ
り作成されたと推測されるが，その名称が日仏銀行と冠されているにもかかわ
らず，フランス資本やフランス人取締役の参加に関する規定がみられないのは
若干気になるところである。
　第三の銀行設立案は，「日仏銀行設立計画案」（Projet　de　Crξation　d’Une
Banque　Franco→aponaise）と題する仏文12ぺ一ジのもので，1908年1月13日作
成の日付があり，無署名ではあるが，フランス人金融業者の作成したものであ
ることが推測される。
　この計画案では，日仏銀行設立の可能性を検討する前に，日本の銀行の現状
（（1〕横浜や神戸の外国銀行支店と（2）日本の銀行（日本銀行，横浜正金銀行，日
本興業銀行などの官庁的性格の銀行，三井，三菱，住友などの歴史の古い特殊
銀行，第一，第一五，第百など明治縫新以降に出現した株式会社銀行）につい
ての概説が行なわれる。
　以上の日本の銀行システムを概観したのちに，日本では資本を欠如している
ので，日仏金融機関を創設することは有益だと断定する。この日仏銀行は，最
大の保証を集め，リスクを最小のものとする。
　工業組織の編成替えをはじめ，貿易条約を書きかえる前夜（19工2年）
に，一あらゆる商品により高い保護関税がかけられる一政府の極めて強力
な支持をうけ，日本の工業は一現在殆んど資本を欠如しているが一数多く
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の理由から明るい発展の将来を持っていることは疑いのないことである。
　もし計画通りにひとつの銀行が創設され，既に設立された日本の巨大工業企
業とだけ取引を行ない一というのはこれらの工業企業は支払能力のあること
を既に証明しているので一そしてこの銀行が最初は前貸や融資にすぎないよ
うな営業を行ったとしても，日本の現在の金利を考えるならば，この事業は大
変利益があがると思われる。この事業の中心に第一級の日本人を参加させると
いう条件下でのことだが…。
　この考えによると，取締役会は二つに区分され，ひとつは東京，ひとつはパ
リに本拠をおくべきである。そして，東京の取締役会のみが当銀行の通常業務
を行なうべきであろう。
　東京に存在する取締役会の一部分には第一級の日本人人材が参加するが，日
本人が多数派を占めるべきではない。例えば，日本人2人ヨーロッパ人3人で
はどうだろうか。さらに，これは大事な点であるが，フランスの価値ある人を
東京に送りこの事業の管理責任をとらすべきである。
　この日仏の金融機関は，日本人たちがこの銀行に協力し，日本政府が可能な
限りこのフランスの金融機関に協力する体制が期待される。
　また，この銀行は可能な隈り，工業的融資への賢明な政策をとり，日本の銀
行とは競争しないようにするべきである。
　　　　　　　　　　　　　　　1　資本金は3千万フランで，その一の払込みが期待される。　　　　　　　　　　　　　　　4
　会社の形態は，日本の株式会社の形態をとる。それは支払不能な債務者に対
して抵当権を執行するのに対立するような点に関して如何なる制約条件も許さ
ないためにも，日本の株式会社形態が望ましいのである。
　経費は，最初から1年30万～35万フランかかるであろう。日本銀行の現在の
金利が7％であるが，このパーセントだと，資本金750万フランで52万5千フ
ランを生むことになり，これは最少限の額となる。この7％の利率は最初から
支払可能とみえる銀行以外に貸付けすることなく，達成できると思われる利率
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である。
　この日仏の機関に対するあらゆる融資，事業に達するあらゆる参加は，より
高い利率でなされよう。他の銀行は，新しい会社が事業の負担を軽くすること
を歓迎するだろう。
　さらに追加すべきことは，この種の銀行にとって，全く新しい試みだという
ことである。示された最少限の利益以外に，利益の可能な実現図を作成するこ
とは不可能である。さらに同様の試みが日英銀行（Anglo　Japanese　Banking
Corporati㎝）によりなされたことを付記しておきたい。日英のこの試みが失
敗したのは，次の理由による。
　（1〕この機関の主要な本拠が最初ロンドン，ついでサンフランシスコにおかれ
　　たこと。
　（2旧本支店は東京でなく横浜におかれたこと。
　（3にの銀行はイギリス資本で日本事業を求めている資本をさがすことによ
　　り，単なる仲介業務（手数料収入のみを目的とし）に専念し日本で，日本
　　事業を研究するいかなるグループも形成されなかったこと。
　この銀行はその資本金に手をつけず，上記の業務を行なうことができなかっ
た｛14。
　パリに残されている日本での銀行設立案のうち，この銀行設立案の特徴は，
日仏銀行は日本の株式会社として設立され，パリと東京の2ヶ所に本店をもつ
こと取締役会メンバーはフランス人が日本人より多数となるように工夫するこ
と，日英銀行の失敗の事例から学ぶべきことなどが述べられていることであ
る。
　（3〕日仏銀行設立の日本側の意図
　日仏銀行設立の日本政府側の意図は，「東アジア，とりわけ中国に対する投
資資金の安定的確保にあった」とする，波形昭一の先行研究の評価は蝸，現在
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も変更する必要はないだろう。日本政府の設立意図をこのように理解した上で
日仏銀行設立当時（1912年）の大蔵官僚，勝田主計の収集した勝田家文書によ
り，日本政府側の設立意図を跡づけてみよう。
　勝田家文書に収録された，「日仏銀行設立理由趣意書」をまず検討しよう。
この趣意書によれば，日仏銀行の設立意図として下記の4点があげられてい
る。まず第1点は，日仏両国聞の貿易をより円滑に拡大するため，為替取引等
により便宜を計る日仏銀行が必要とされることがあげられる。第2点は，日本
の諸銀行および諸工業会社が，資本を入手するのに困難を感じており，日仏銀
行がこれら日本企業への資金提供をなすことが期待される。一例として鐘ヶ淵
紡績会社が三井銀行の仲介により仏国より数百万円の資金を導入したケースが
あげられている。第3点は，日本の有価証券をパリ証券市場に紹介，上場し，
日本に資金を輸入する役割を日仏銀行が果すべきなのである。当時の日本は，
経済上の発展の為資金の必要を感じている国であった。従って，日本の有価証
券，また日本公債をパリ市場に紹介，輸入する運河の役割を日仏銀行が果すべ
きだったのである。日本公債が，日仏銀行により引受けられることにより，従
来日本政府がイギリス系の他銀行に支払っていた莫大な手数料が節約されるこ
ととなる。第4点は，上記の3点よりは重要性を欠くが，実際的問題として無
視出来ない点である。それは，日仏銀行が，日本の青年実業家たちが，金融実
務を習得する金融機関の実施学校となることへの期待である。日仏銀行の存在
を通して，臼本側がフランスの銀行経営の実践方法を習得する場所と考えてい
たのである。
　この「日仏銀行設立理由趣意書」においては，以上4点の日本側の目的があ
げられたのち，仏側出資資本は，「仏国二於テ最モ強固ナル信用ヲ有」する
「第一流二属スル諾銀行」により提供され，日本側出資分は，「日本興業銀
行」が提供する予定であり，出資比率は，フランス側80％，日本側20％だと述
べられている。その他の組織の大要（資本金2500万フラン，4分の1払込み，
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営業種目，営業収益見込み額等）が述べられている㈹。
　また勝田家文書のなかには，日本政府側からみた日仏銀行設立経緯に関する
公的文書とも考えられる「日仏銀行顛末概要」が残されている。これによる
と，日仏銀行は，r日仏両国間，経済的関係ヲー層密接セシムルノ目的」を
持って設立されるのである。この設立の動きは「実ハ数年来ノ懸案」だったの
であるが，具体的提案は，「明治44年7月仏国グンヅブルグ男爵二依リテ作製
セラレタフレモノナリ」と述べているoガ。この設立趣旨は，納得できるものであ
るが，グルヅブルグ男爵の件は，誤解を招きやすい。グンヅブルグがフランス
人であり，彼がパリで日仏銀行提案書を作成したのは事実であるが，そのこと
は必ずしもフランス側が日仏銀行の設立を提唱したことにはつながらない。彼
はあくまで日本興業銀行の意向を受けて原案を作成したのであり，日仏銀行設
立の最初の提案者は，あくまで日本側のフランス資本導入の意欲にあったとい
うのが筆者の考えである。
（4〕フランス側の意向
　日仏銀行の設立の提案が，日本側からなされたことを反映して，フランス側
には日仏銀行設立に関する政府レベルでの提案書類は，史料として残されてい
ない。但し，日本側の提案に対する政府側（大蔵省や外務省など）の反応を跡
づけることは可能である。
　フランス外務省史料館には，日仏銀行設立をめぐる外務省内部の外務大臣に
対する見解表明書が，1912年の4月4日付と4月24日付の2通残されている。
それらの史料にもとづきフランス側の反応をみていこう。
　フランス大蔵省は，1912年3月22日に日仏銀行設立計画が作成されたことを
知らされた。この計画に合意したのは，日本興業銀行のパリ在住の代表者グン
ヅブルグ（Gunsb皿rg）男爵とソシエテ・ゼネラル銀行のドリゾン（Doriz㎝）
および，グンヅブルグ男爵と親しく，この事業に関心をもつパリ証券取引所の
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理事長のドゥ・ベルヌイユ（De　yemeuil）であり，彼らはその計画を大蔵省
に伝え，その合意を求めてきたのである。大蔵省は，3月26日に原則的にこの
計画に賛成であり，日本との間に直接金融関係を設立することの利点を評価し
た。
　大蔵省資金移動局より，日仏銀行設立計画を通報された外務省は，次の2点
を指摘し，大蔵省と同様この計画は，フランスの国益にかなうものだと考えて
いる。第1点は，日本と直接の経済・金融関係を日仏銀行を通じて確立できる
点である。この時点では，日本のロンドン市場での起債の一部が，イギリスの
パミュール・ゴルドン商会の仲介により，パリ金融市場にも割当てられてお
り，多額の手数料がイギリス仲介業者の手に渡っていた。第2点は，日本に進
出している，フランス系企業が資金を必要とした場合日仏銀行が融資できる点
である㈱。
　以上の点から基本的には，フランス政府筋は，日仏銀行の設立に賛意を表し
たが，フランス外務省は，日仏銀行の設立により懐疑的であり，日仏銀行設立
にあたっては，以下4点の条件が克服される必要があると考えていた。
　まず，第1点は日本に対して，パリの金融市場を無制隈に開放することの危
険を考慮すべきことである。というのは，日本の極東における政治・外交的利
箸は，日本が圧倒的な物質力を持っているにもかかわらず，今日に至るまで
ヨーロッパの勢力に匹敵しないように抑制されてきたのは，実は資本が欠如し
ていたからなのである。第2点は，資本輸出の代償として，フランスが工業製
品の注文を日本より獲得する必要があることである。今日既に，フランスは日
本に対して総額15億フランをも融資しているのに対し，フランス商品はその輸
入を検討はされるが，巧妙な表現で拒絶されてきたのである。そして，第3点
は，インドシナ銀行と日仏銀行とが中国での事業に関して，競争相手となりう
るという極めて深刻な問題である。このインドシナ銀行は，当時問題となって
いる中国の6ヶ国借款団グループに，フランスを代表する金融機関として参加
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しており，フランス政府の政治行動はインドシナ銀行を通じて表明されるので
ある。インドシナ銀行には発券業務も与えられており，その意味では，フラン
ス政府のインドシナ政策および中国をはじめとする極東政策の発現機関なので
ある。フランス外務省は，従来インドシナ銀行を通じて，その申国政策を進め
ており，もし日仏銀行が，それと競合する機関となるならば，ベルトロ兄弟
（Les　Frさres　Be1tho1ot）をはじめ外務省関係者には，その設立に異議をとなえ
る人々がみられた㈹。更に第4点として考えられるのは，政治的，国際的性格
より生じている中国の現在の紛糾状況のなかで，フランスの銀行自身の競争
が，アジアで勝手気ままに行なわれることは許されないであろう㈱。この第4
点に関しては，在中国フランス大使ド・マルシュリ（De　Marcherie）から，ポ
アンカレ（Poincar6）外務大臣にあてた書簡も「我々は日仏銀行がその営業領
域を日本に限定し，中国で，インドシナ銀行と競合しないように，その動きを
阻止しなければならない」，と述べているのである㈱。
（5）モリ・ドりゾン予備契約書
　日仏銀行の設立は，両国の経済・金融関係を直接連結することにより，日仏
両国の国益にかなうものではあったが，フランスからの資本輸入に注目する日
本と，既にフランス政府のイニシャチブで形成されていたインドシナ銀行との
競争を心配するフランス政府との思惑のちがいから，フランス政府側は1ヨ仏銀
行の設立にいくつかの条件を付すこととなった。それらの条件を日本側が受け
入れることにより，1912年の3月に日本興業銀行を代表するモリ・ケンゴとソ
シエテ・ゼネラルを代表する，ルイ・ドリゾンとの間に，日仏銀行の塞本的方
針に関する，予備契約書がむすばれた。その後のE1仏銀行の設立は，この予備
契約書の方向に沿って，日本冥業銀行，横浜正金銀行との調整が行なわれるこ
ととなった。
　ソシエテ・ゼネラルの史料室（Archives　historiques）には，日仏銀行の創設
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にあたり，日本政府のFina皿cier　Commissionairケンゴ・モリとソシエテ・ゼ
ネラルのdirecteur　g6n6r訓であるLouis　Drizonの間でかわされた予備契約
（Bases　du　Contrat　Preliminaire　entre　Mr．Kengo　Mori　et1a　Soci6tξG6nξrale）カミ
保管されている㈱。作成日の日付は残されていないが同銀行が設立された1912
年に作成されたと推測することができよう。
　「序言」部分では，一方の当事者にまず日本側があげられる。即ち，「1ヨ本
の大蔵大臣の指示にもとづいた，日本興業銀行およびその総裁のソエダ　ジュ
イチの要求に応じ，その利益のために行動する，日本帝国政府の金融コミッ
ショナー，ケンゴ・モリ」と「そのdirecteur釦6ralのLouis　Dorizonに代
表される，フランスのソシエテ・ゼネラル銀行」の両者は，「フランス，日本
及び極東の三者の緊密な金融関係を確立しようと熱望して」，「日仏両国の資本
の協力により，日仏銀行の創設を計画した」ことが宣言される。この目的のた
め，両者はその努力を，日仏銀行の設立に注ぎ，下記に述べる一般原則と諸条
件に同意した。
　第ユ条は以下の通りである。フランス側では，ソシエテ・ゼネラルが幹事行
となり，適宜その他のフランスの銀行や金融機関の参加を求めることができ
る。他方で，日本側では，日本興業銀行が幹事行（chef　de　groupe）となるだ
ろう。
　第2条によると，日仏銀行の創設に最も好意的立場をとる，日本政府は，日
仏銀行こそをヨーロッパでその資金を受託する機関のひとつとみなすこととす
る。そして，その最初の営業作戦を促進するため日本政府は日仏銀行に，その
創立時に50万円を通常預金をすることが約束された。
　この預金は，フランス銀行のすべての利子率より1％だけ低い利子率を与え
るであろう。モリ・ケンゴは，日本政府がこの預金量を拡大するよう最大の努
力をする。
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　第3条は以下の様になる。この日仏銀行が，日本の公共団体（Corporation
Publiques）に資金を提供するため債券を発行しようとする場合には，また全
く他の理由から債券を発行しようとする場合にも，日本では日本興業銀行の国
家検査官（Les　Contr61㎝rs）がヨーロッパでは，日本の金融コミショナーが日
仏銀行の要請にもとづき，与えうるすべての協力を提供するだろう。そして，
この債券や証券の発行を助けることになるだろう。
　第4条は，株式の応募に関してである。日仏銀行9）創設時には，総資本の40
％を日本人が応募する。日本興業銀行総戴のジュイチ・ソエダは，個人の名前
でその応募を行ないその後その株式は，日本興業銀行に所有されることになる
だろう。
　第5条によると，日仏銀行の取締役会は，12名からなり，副会長のポスト
は，日本興業銀行の総裁又は副総裁により占められることが同意され，さらに
これは定款により正式に決められることとなっていた。日本には，日本経営委
員会（m　comitξjaponais）が設置されるはずであった。それは，日本興業銀行
により指名される本社の5名の取締役会メンバーからなり，その申の1名は，
副会長であるべきだった。さらに，取締役会のフランス人グループが望むなら
ば，彼らは日本経営委貝会のメンバーの1名を指名する権利を持つであろう。
　パリ本社の取締役会の構成する他の7名のメンバーは，ソシエテ・ゼネラル
によって指名されよう。だが，日本興業銀行の代表であるLe　Baron　Jacques
de　G並n．bu㎎が取締役会に参加するであろうし，もうひとつのポストは日本人
取締役に与えられよう。
　第6条は，相互協力についでであり，日仏銀行と日本興業銀行とは，相互の
協力と援助のための契約書をかわすことになろう。
　第7条は，横浜正金銀行との関係についてである。この銀行は，日仏銀行の
創設に最も好意的立場をとったが，現行法により，株主となることはできない
し，取締役会に代表を派遣することもできない。だが，横浜正金銀行は，横浜
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正金銀行のロンドン支店の支店長としての現在の職務を守りながら，タツミ
が，日仏銀行の取締役になること1に合意している。
　第8条は，日仏銀行と横浜正金銀行の聞で交わされるだろう契約書について
である。それは，両行の協力が行なえる条件を具体化し，あらゆる無益な競争
を避けるため原則が明記されたものである。
　他方，創立者持分の配分について述べたのが第9条である。それによると，
最初の応募者に25％，ソシエテ・ゼネラルに25％，日本興業銀行に30％，Bar一
㎝Jacques　de　G亡nzburgに20％である。（但し史料では，ソシエテ・ゼネラル
と日本興業銀行の比率が反対に書きかえられている）。この点につき更に定款
で明記されるべきことは，この創立者持分は，いつでも日仏銀行により1株
375frs．で買戻しうることである。
　最後の第10条によれば，この予備契約書には記載されていない，日仏銀行の
組織と機能についての詳細な点は，後に規定されることになろう。この予備契
約書は，ユ912年1月26日に，Baron　Jacques　de　Ginzburgにより，日仏両国の
署名者に手渡された㈱。
　（6）日本輿業銀行と日仏銀行との協約書
　日仏銀行は，日本側からみるならば，日本興業銀行の「対外業務機関」とも
位置づけられるものであった。そこで，モリ・ドリゾン予備契約書のなかに，
両行の関係を規定した文書が存在する。
　ケンゴ」・モリとソシエテ」・ゼネラルの聞で結ばれた予備契約書の第6条が言
及した，日仏銀行と日本興業銀行との相互協力契約書の原案が，付属資料①と
して存在する㈱。
　第1条，日仏銀行と日本興業銀行とは，前者の日本と極東における利益，後
者のフランスにおける利益を発展させるため相互に援助を提供する。
　第2条，日本興業銀行は，日仏銀行に対してもっぱら，日本と極東で必要な
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資金を調達するためフランス市場で実現できる証券類の発行に関するあらゆる
事業を，与えようと努力するだろうし，その事業をみつけてくるだろう。日本
興業銀行は，日仏銀行に，上記の事業に必要なあらゆる交渉や陳情についての
あらゆる協力を行なうであろう。
　日仏銀行は，日本興業銀行と同様に，日本事業から利益をあげることができ
る。だが日仏銀行は，日本興業銀行へこれらの事業への80％の参加を認めなけ
ればならない。この参加は，最初からの条件である。だが日仏銀行は，日本政
府の基金に関するあらゆる事業についてはこの義務から解放される。
　だが，日仏銀行は，上記第1条に書かれた精神と友好的アンタント，誠実な
協力精神により，この事業の利益の一部を日本興業銀行に与えるため，状況を
判断しながら最善の努力をしなくてはならない。
　第3条によると，日本興業銀行は，日仏銀行から，第2条で問題となる証券
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が，発行時の状況に応じてこの手数料は両行の相互の協調精神にもとづき減少
させることができる。
　第4条は，次の点を規定する。即ち，日本興業銀行は，出来る限り早く，日
本の地方自治体の債券の発行を獲得するよう努力する。これは，日本興業銀行
と日仏銀行のフランスにおける債券発行の基本的要素を構成するものである。
　第5条によると，日本および極東における日仏銀行の利益の管理について
は，あらゆる必要な権限は，日仏銀行により日本経営委員会に与えられる。こ
の委員会は，日本興業銀行により指名された取締役により構成されている。
　だが，25万フラン以上のあらゆる事業契約は，パリ本店取締役会の事前の承
認を必要とする。
　第6条によると，日仏銀行は，日本興業銀行の推薦するm　sous－dir㏄teur
japonaisをパリ本店で雇用しまた一定数の日本人行貝をも雇用するであろう。
　第7条，現在のこの契約は，署名時点以降10隼有効である。1O年経過後，双
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方から何の反対もない場合更に10年自動延長される。以後10年毎に同様に更新
される㈲。
　（7）日仏銀行の設立とその定款
　1912年6月および7月の2回の創立株主総会の開催により，日仏銀行の設立
が正式に承認され，その定款は1912年6月21日にパリの公証人，マダム・グラ
ンジュ（Madame　Gra㎎e）により受理された。この仏文定款は，「日仏銀行一
定款一」として印刷され（仏文，32ぺ一ジ），その原本は，フランス側幹事行
である，ソシエテ・ゼネラルの史料館に保管されている㈱。またその日本語版
の定款は，『日悌銀行定款』として活字版の原本が，勝田家文書のなかの一資
料として保存されている㈲。この日仏銀行の定款が省略されることなく，パリ
のプチット・アフィッシュ誌（肋枇8切榊θs）に全文掲載されている。それ
を概観することにより成立した日仏銀行の骨格を知ることができよう鰯。
　それによるとパリの公証人，マダム・グランジュ（Gra㎎e）が，1912年6
月21目に企業設立の証書を受取った。
　第1条。1867年7月24日法および1893年8月1日法および1903年11月15日法
にもとづき，フランスの株式会社が期首の株主やこの株武応募者によって創設
される。
　第2条。この会社は，自社の為であれ，第三者の勘定に対してであれ，資本
参加を行なったり，これらの企業に関係をもついくつかの企業を創設したりし
て，金融的，工業的，商業的，動産的および不動産に関するあらゆる営業活動
を行なう。また鉱山と公共土木事業に関するあらゆる起業活動も行う。
　第3条では，この会社の名前が，日仏銀行（Banque　Franco｛ap㎝aise）であ
ることが規定される。
　第4条では，本店がパリの56me　de　Provence（第9条）であることが明記
される。この本店は，取締役会の決定により，パリ市内のどこにでも移転可能
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である。また当行はフランスおよび外国，特に日本に事務所（bureau），代理
店（agenCe）および支店（Su㏄urSa1e）を開設することができる。それは取締
役会の判断による。取締役会は，事務所や代理店の場合には，諮問委員会
（COmit6C㎝Sultatif）を設置しその経済的条件も決定する。
　第5条では，この会社の継続期聞が99年と規定される。
　会社資本金，特に株式についての規定は，第6条でなされる。会社資本金は
2500万フランであり，額面500フラン株を5万株発行する。
　特別株主総会で取締役会の提案にもとづき，会社資本金は，数回に亘り増資
ができると，第7条が規定する。また同様に減資も可能である。また新株の発
行による増資の場合は，旧来の株主および創立者優先持分の所有者（porteurs
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　1de　parts　b6n6ficiaires）に，発行株をそれぞれす対τの割合で取得させる
ことができる。だがこの割当分を取得したくない株主は，新株発行時の払い込
みを免除される。この場合，新株発行で十分な数の株式を所有してない株主
は，共同で分割不能株式応募（me　souscription　indivisξ）を行なうことができ
る。この新株所有者の利益に関する，条件，形態，期聞については，取締役会
がこ牝を決定する。
　第8条では，会社資本金を構成する応募されるべき5万株の総額は，以下の
ように分酉己されうるo
　（1〕125フランが応募時に支払われる。
　（2）375フランは，取締役会が決定した時期に払込払
　第17条では，1万株の創立者持分の創設が規定され，次のように配分され
る。
　（1）7，500持分が，日本興業銀行のソエダ・ジュイチに与えられる。これは，
当行の創立のためのソエダの配慮と奔走と，彼が日本で行った協力に報いるた
めである。
　（2）2千持分が，会社の期首資本金の応募者に20持分ごとに1個の計算で配分
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される。
　これらの創立者持分は，経営参加権を何ら与えない。この株式の所有者は，
株主総会のあらゆる決定を受入れなければならない。但し，この株の所有者の
権利を害する決定は別である。特に会社の解散に関する株主総会の決定にも反
対できない。
　この株は，後述の47条にあるように利益配分への参加権をもつものにすぎな
い。また会社清算の場合には，純資産の分配への参加権をもつ。これは後述の
50条に記録されている。現在の資本金2500万フランをこえて増資がなされる時
には，この創立者持分は，その権限を発揮し続ける。だが増資資本の最大限
2500万フランの範囲内である。
　第19条。創立者持分の所有者は，取締役会の要請により株主総会に参加する
ことができる。株主総会は，この創立者持分の半数以上が参加しないと無効で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3ある。そして，その決定は，参加した創立者持分の丁以上の賛成がなけれ
ば，有効とならない。創立者持分の所有者の総会での決定は，下記の条件下で
なされた場合には，創立者持分の権限にあらゆる修正をもたらしうるし，その
権限の減少をも可能とする。その決定は，欠席した所宥者や少数派の所有者を
も拘束する。
　取締役会は，いつでも，この創立者持分の全体又は一部を買い戻すことがで
きる。買戻し緬格は1持分当り壬最高で375フランであり，買戻しは証券取引
所を通じてでも，その所有者の直接交渉によってでもよい。
　一般的に，現存の創立者持分の全体を強制的に買戻すことも可能である。そ
の場合1持分当り375フランで，持分所有者の総会を召集しなくても可能であ
る。またこの買戻しを所有者の総会で認められるなら375フランより安い価格
で行なうこともできる。以上2つの場合，現存の持分の全体の買戻しの決定
は，パリおよび東京の公的証券刊行紙によって告知されなければならない。
　一部であれ全部であれ，この創立者持分の買戻しは，会社が利益をあげた場
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合や会社の準備金によってしかなしえない。少なくとも，臨時株主総会が，増
資によりもたらされる資金を買戻しに使うと決定しなければそうできない。
　配布されている創立者持分の各持分は，修正第47条によりまた必要に応じて
は，上記の第7条の最終的規定とみられるように，創立者持分の全体への配分
利益の1万分の1の割合で，受益権をもつにすぎない。
　上記で規定された方法で，会社によって買戻された創立者持分は，その時点
からもはや旧来の持分としての効力を失なう。
　もしこの買戻しが，現存の創立者持分の一部にのみしか関係しないならば，
買戻された部分に対する配分されるはずだった利益は会社の収益となり，その
買戻しのなされた期聞の損益計算書のなかに記録される。
　この創立者持分の全体が買戻されると，その利益は，上記17条の規定により
準備金として保管される。
　第20条によると，日仏銀行は株主総会の決定により社債を発行できる。社債
発行総額は株式調達名目資本金の3倍をこえてはならない。取締役会が社債発
行の条件，型，利率を決定する。その他発行の実務特に抵当保証問題を決定す孔
　会社の経営については，第21条に規定されている。日仏銀行は8名以上15名
以下の取締役からなる取締役会により経営される。この取締役は株主からな
り，株主総会で指名される。彼らの任期は6年で，再任を妨げないことが第23
条で規定される。会社創設株主総会で指名される，最初の取締役会は，1918年
の定期株主総会まで機能し，この時点で完全にメンバーの更新を行なう。この
19工8年時点以降，各取締役会で必要に応じて更新されうる。
　第25条では取締役会は，会社の利益を守るため必要に応じていつでも開催で
きると規定される。議事が有効であるためには4人の取締役の参加が必要であ
り，もし機能している取締役の数が12名をこえない場合には，少なくとも5人
の参加が必要である。議事が賛否同数の時は次回の会議で討論し，さらに同様
の時は，廃案となる。外国在住の取締役は委任状により，その投票権をヨー
　610
　　　　　日仏銀行（1912－1954年）の設立・経営をめぐる社会経済史的考察（上）　　　21
ロッパ在住役員に委任できる。だがどの取締役も3票以上を委任による採決の
時罷案してはならない。彼らはまた郵便や電報で投票できる。
　第26条は，議事録についてであり，会社本社で，参加したうち二人の取締の
サインがある人はその議事録を閲覧できる。
　第27条は，この取締役会こそが，会社の目的遂行のためあらゆる活動を会社
の名前で無制隈に行なうことを規定する。但し，社債の発行は第41条で規定さ
れているように株主総会の承認が必要とされる。ここで，取締役会が実施しう
るあらゆる営業活動が列挙されている。取締役会は株主総会の召集者でもあ
り，第三者に対して，会社を代表する機関でもある。株主総会への財務諸表の
作成や配当金額の原案作成などもこの取締役会の仕事である。
　第28条では取締役会がその権限の全部又は一部を取締役会の一人又は数人の
メンバーか，あるいは一人又は数人のdirecteur又はsous－directeurに委任す
ることができることが規定されている。また取締役会が支店の代表者を決定す
ることそして，その代表者に権限の一部を委託することが規定されている。
　第29条は，この取締役会のなかに，会長，副会長および何人かの取締役から
なるc⑪mit6de　directionが構成される規定である。この委員会の権限，機
能，報酬は，取締役会がこれを決定する。
　監査委員会（commissaires　des　comptes）については，第33条が規定する。
毎年株主総会が一人又は複数の監査役を指名し，財務状態の監査を行なう。
　株主総会についての規定は34条より始まる。定期的に開催される株主総会
は，株主の全体を代表する。この決定は，不在の株主をも拘束する。第35条で
は，営業年度の終了ごとに毎年株主総会が開催されるべきことが規定され，第
36条では，株主総会への参加権は，10株以上の株主すべてに与えられることが
明記される。第41条では，株主総会の審議が有効であるためには，株主総数の
　　　　　　1少なくとも一の出席が必要なことが規定される。　　　　　　4
　更に第42条では，株主総会の権限が次々と規定される。まず年次総会は，会
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社の前年度の営業に関する取締役会の報告書と監査委員の報告書を審議し，承
認する。株式配当金を取締役会の提案にもとづき決定する。取締役と監査役を
選任する。社債の発行を承認し，取締役会に委任すべき金権限を決定する。
　第43条では，取締役会の提議にもとづき，株主総会が，会社の定款を修正で
きることが規定される。特に資本金の増加，優先株の発行，額面（500フラン）
の変更，滅資，創立者持分の会社による買戻し，営業期間の延長や会社の解
散，他者との合併や会社名の変更などであ孔
　第44条は，株主総会の審議は，記録として残されることが規定される。
　このあと，日仏銀行の現状，財産目録，利潤，準備金についての規定が続
く。
　まず45条では，会社の会計年度は7月1日に始まり，翌年の6月30日におわ
ることが規定される。第1回目の営業年度は，会計確立時点（ユ912年6月21
日）から1913年6月30日までである。
　第47条では純益が規定され，それは利益から総経費，減価償却費をさし引い
たものである。この毎年の純益（bεn6fices　nets）から，（イ〕その総額の5％を法
　　　　　　　　　　　　　　　ユ定準傭金に積立てる。資本金の了『に達するまで・積み続ける。そこまでは
強制的である。恒）株主への配当金充当分を確保する。その後，取締役会に10％
が配分される。また，創立者持分と通常の株主への配分比率は，創立者持分が
20％，株主が80％となる。
　会杜の解散と清算については，第49条以降が言及する。株主総会は，取締役
会の提案にもとづき，いつでも会社の解散を宣言できる。
　第50条は，解散が予告される場合株主総会が清算方法や清算人を選定するこ
とを規定する。株主総会は，必要な権限を清算人に委託する。
　マダム・グランジュ（M，Gr㎝ge）が1912年6月22日に受理した会社設立書
類により，創立者のソエダが宣言したところによると，額面500フランの株式
5万株が日仏銀行の資本金2，500万フランを代表している。この株式は，全体
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1が購入申込み受けており，各応募者は応募した株式の丁の額を払込んでい
る。この宣言とともに，株式の応募者の正式名簿が提出された。これは同時に
払込の実態も示している。二のリストは，会社設文書類に付加されている。
　1912年6月24日の株主総会の議事録は，一そのコピーが7月7日にM．グ
ランジュに提出されたが一日仏銀行の株主総会は，会社資本金の総額の代表
者を集めて關催されたことを証言している。
　1912年7月3日の議事録によると，日仏銀行の株主総会は資本金の総額を結
集した。M．グランジュは1912年6月21日に書類を受理しており，会社設立は
これで全く実現された。
　1918年の定期株主総会まで取締役に止まる者は，Henri　BOUSQUET，Horace
FINALY，　Adrien　DE　FORTOU，　Henri　GUERNAUT，　baron　Jacques　DE
GUNZBURG，A1bert　LAVALL館，Juiichi　SOYEDA，Takahid6YOSHIKAWAの
8名である。
　最初の監査役は，Pau1GARDEおよびM．F．Jui1let　SAINT－L宣GERである。
　「上記会社の定款と議事録は“1912年7月24日にTribunal　de　Commerce　de
1aSeineetde1aJusticedepaixdunouviさmearrondisementdeParis’’．へと送付
された」とマダム・グランジュは述べている㈱。
　以上，成立した日仏銀行の定款を概観してきたが，重要な点を再度確認して
おこう。ユ912年6月24日および7月3日の二度の創立株主総会をへて設立され
た日仏銀行は，フランス商法にもとづく株式会社銀行であり，資本金2，500フ
ランで，額面500フランの株式が5万株発行されることが規定され糺日仏の
出資金の分担については，資本金出資比率ばフランス側60％，日本側40％であ
り，本社はパリにおかれる。取締役会会長はフランス人，副会長が日本人であ
り，日本に支店を開設し，諮問委員会の設置が規定されてい乱だが，渋沢栄
一らの関係した日仏銀行相談会の規定は，定款には何の記述もみられないもの
である。
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（8〕目仏銀行主要出資者
　日仏銀行フランス側幹事行のソシエテ・ゼネラルの史料館には，日仏銀行設
立時点の株主分析表が残されている。日仏銀行の株式はパリ証券取引所に上場
されていたので，時聞の経過とともに株式は分散所宥され，設立当初の出資機
関が，多数の株式所有者のなかに混在し，不分明になる恐れがあ乱ソシエ
テ・ゼネラルの史料館の史料は，その点出資者が明確となる，当初の簡明なも
のである㈱。日仏銀行の資本金は，2，500万フランで，額面500フラン株が，5
万株発行された。フランス側出資分が60％なので，3万株，日本側出資分は，
40％で2万株であった。それらの株式の最初の応募者は，第1表のとおりで
あった。
　当表より明らかとなるのは，日仏銀行の主要出資機関は，フランスではソシ
エテ・ゼネラルとパリバ銀行とが14，700株づつの出資をしており，日本では
J・ソエダが代表する日本興業銀行がその出資を独占していたことである。他
方この当初出資者グループから排除されたのは，フランス側では，ロスチャイ
ルド銀行，クレデイ・リヨネおよびインドシナ銀行などであり，日本側では三
井，三菱，住友，第一などの民閲銀行であった。第1表でソシエテ・ゼネラル
の下に名前の出ている3名は，いづれもソシエテ・ゼネラルの取締役で，目仏
銀行取締役を兼務する人々である。H・ゲルノーは，特に取締役会会長をつと
め日仏銀行を代表する人材である。パリバ銀行の下に名前の出ているH・フイ
ナリは，1907隼にフイナリ訪日調査団の団長として来日し，パリバ銀行の日本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　デイレクトール事業の拡大を提案した，日本通の実業家で，パリバ銀行の支配人の一人であっ
た。その下に名前の出ている，ド・グンツプルグは，日本興業銀行の意向をう
けてパリの金融業界や官庁関係を調整した人物である。日本側出資者のジユイ
チ・ソエダは，日本興業銀行の総裁であり，タカヒデ・ヨシカワは，目本興業
銀行の事務局長の肩書きであった。以上の考察から，日仏銀行は，ソシエテ・
　614
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　　　　　　　　第1表　日仏銀行株主
フランス人グループ
☆　ソシエテ・ゼネラル銀行 14，700株
H．G1ユemaut ユ00株
H－De　Foutou ユ00株
Lava11ξe ユoo株
☆　パリバ銀行 14，700株
H．Finaly lOO株
工De　Gunzb咀rg ユ00株
Bousquet ユ00株
小　　計（60％） 30，000株
日本人グループ
☆J．Soyeda 19，900株
Takahide　Yoshik目wa ユ00株
小　　計（40％） 20，O00株
総　　合　　計 50，000株
［出典］　Archives亘istoriques　de1芭Sociきt6Gξ皿6rale，資料B0276工による。
ゼネラル，パリバ銀行および日本興業銀行の三行が中心となって設立され，そ
れに貢献した人々の名前を第1表にみることができる。ところで，日仏銀行設
立の前史において，日仏金融シンジケートの成立に奔走した，アルベール・
カーンの名前は，この当初の出資者リストにはみることができない。
　また創立者持分1万株の発行が，定款第17条で規定されていたが，その所有
状態を示す資料がソシエテ・ゼネラルの史料館に保存されている㈱。第2表は
創立者持分の所有状態を示すものである。創立者持分は，会社清算の場合，純
資産への配分権をもつことからもわかるように，会社創立者の刹害関係を直接
に反映するものである。我々はこの創立者持分の配布状態から，日仏銀行設立
者の主体がどこにあったかをさらに明確に理解することができる。
　第2表によると，創立者持分の大規模な所有者は，ソシエテ・ゼネラル
（4235持分），J・ソエダの代表する日本興業銀行（2995持分）および両者を
仲介，調整した，ドウ・グンツプルグ男爵（2005持分）の三者に絞られる。出
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第2表　創立者持分の所有状態
会社資本金 ソシエテ． 日本興業
ジヤック・
25，000，000第1次応募者グループ ゼネラル 銀　行
ドウ三グン 合計
総発行株数 （25％，20株当り1持分） （35％） （20％） ツブルグ （1oo％）
50，000 （20％〕
14，700株数 ソシエテ・ゼネラル735 3，500 4，235
ユ4，700　〃 パリバ銀行　　　735 735
100　〃 ゲルノー　　　　　　5 5
100　4 ドウ・フルトー　　　5 5
ユ0C　〃 ラヴァレ　　　　　5 5
ユOO　〃 フイナリ　　　　　　5 5
100　〃 ドウ・グンツブルグ　5 2，000 2，005
ユ00　〃 ブスケ　　　　　　5 5
19，900　〃 ソェダ　　　　　　995 2，000 2，995
100　〃 ヨシカワ　　　　　　5 5
50，00C株数 2，500 3，500 2，000 2，000
ユ0，000
（怠位者持分
〔出典〕　Archives　Histori叩es　de　la　S㏄iξtξGε皿ξra1直，資料B02761による。
資株数において，ソシエテ・ゼネラルと同数を占めていたパリバ銀行（14，700
株）には，創立者持分が割当てられていないことから，日仏銀行は，ソシエ
テ・ゼネラルと日本興業銀行のイニシャチブによるものだったことが明かとな
ろう。
（9〕日仏銀行設立の反響
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！u以上のように，ソシエテ・ゼネラルの一の額の資本金を持って設立され　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20
た日仏銀行に関してソシエテ・ゼネラルの取締役会の議事録に日仏銀行の件が
あらわれるのは，1912年8月22日の文書においてである鯛。そこでは取締役会
が日仏銀行のDirecteur　Gξn6ralである，M．Doriz㎝に，日仏銀行に対して
ユ921年7月1日をこえないまでの間，以下の施設の貸借契約をむすぶことを許
可すると述べている。それらの施設とは，rue　Notre　Danme　des　Victoires（36
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と38番地），rue　R6amur（王32とユ34番地），rue　L6onαadel（8と10番地）で
あり，家賃は2万フランである。これがソシエテ・ゼネラルの取締役会議事録
（19！2年）にあらわれる唯一の記録である。ソシエテ・ゼネラルと協力したパ
リバ銀行側の動きを次にみておこう。1912年5月10日に，ソシエテ・ゼネラル
のドリゾンがパリバ銀行を訪れオラース・フイナリに会見した。そして，r検
討中の日仏銀行設立計画がいよいよ実現する。この計画には，フランス政府が
日仏銀行が申国での営業を行なう可能性があるとして，好意的でなかったこと
により，いくつか困難な問題があったのだが，それが克服されいよいよ実現す
るに至った」と述べている。そしてドリゾンは，パリバ銀行に多額の出資を要
請するだろうと予告している㈱。そして，パリバ銀行の取締役会は，現在本行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レゼルプのDirecteurである，Horace　Fina1yを，パリバのために留保されている日仏
銀行のAdministrateurとなるよう指名する。フイナリは，日仏銀行のAdmi－
niStrateurの役職を，パリバ銀行の利益となるよう，本行のために全うするで
あろう，とドリゾンは考えたのである㈱。
　日本興業銀行のケンゴ・モリは，日本政府金融コミショナーの肩書きで，ソ
シエテ・ゼネラルのルイ・ドリゾンに謝意を伝えている。その書簡を次下に紹
介しておこう㈱。
　拝啓，ドリゾン殿。
　日本の大蔵省の指示にもとづく日仏銀行の創設のため，貴殿の与えた貴重な
貢献に対する，大蔵省の深甚なる感謝の気持を伝達します。
　この1ヨ仏銀行を，日本政府も日本の大衆も非常に重要なものとみなし，日仏
両国の金融業者閻の恒久的性格をもつ最初の協力であるとして心から歓迎して
います。両国間には既に幸運なことに政治面での真心からのアンタントが成立
しており，今回の金融的結び付きがその重要な補完物であることを証明するこ
とになるのです。
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去るユ2月のランチ・パーテイで一バロン・ジャック・ド・グンツブルグに
より開催された一私の述べた気持をここに書簡に認めた次第です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
　ドリゾン殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本帝国政府
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金融コミショナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ケンゴ・モリ（サイン）
　　　　　　　　　　　　　　　　　7，ビショップゲイト，ロンドン
　また，大蔵事務次官を辞任し，貴族院議員に就任した，レイジロウ・ワカツ
キも，ソシエテ・ゼネラルのルイ・ドリゾンに感謝状を送っている。そのなか
で，ルイ・ドリゾンの日本政府に対する共感と援助に再度感謝し，「日本とそ
の財政は，貴下の援助を大いに幸運だったと考えており」将来にわたっても
「同様の共感と援助」（Same　Sympa出y　and　Assista皿ce）を日本国に対して与
えて欲しいと述べている㈱。
　以上，臼仏銀行の設立に対する日仏両国側の参加グループの満足度をみてき
たが，両国の不参加グループには不満が残った。サンクトーペテルスブルグか
ら，ソシエテ・ゼネラルに宛てられた一通の電報は，「日仏銀行の計画は，ロ
スチャイルド，クレデイ・リヨネ，インドシナ銀行の三行には，大変な冷淡さ
（grande　froideur）を生んでいる。日仏銀行の設立には，パリバとソシエテ・
ゼネラルのみの参加となろう」と述べている㈱。次章で検討するように，イン
ドシナ銀行には，中国業務をめぐって，日仏銀行がその競争相手になるのでは
ないかとの危倶が生じたことから，日仏銀行の設立に対して反対の意向がみら
れた。また，ロスチャイルド銀行は，ロンドン・ロスチャイルド銀行を通じ，
日本債の発行に協力しており，クレディ・リヨネもそれに関係したことから，
日仏銀行の設立により，既得権としての金融仲介料の損失をおそれていたと考
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えられる。特にロスチャイルドは，公然と日仏銀行に対する反対を唱えていた
ようである。例えばパリバ銀行の取締役会議事録によると，1912年6月4日の
取締役会においては，「ロスチャイルド商会（Les　Maisons　de　Rothschi1ds）に
より，表明された日仏銀行創設に対する反対意見が紹介」されている鯛。ま
た，フランス外務省の史料によると，日仏銀行設立以前に，「ロンドンの日本
債の発行を独占していたロスチャイルド商会」との説明があり㈱，1912年6月
3日に，「ロスチャイルド商会の反対表明」が記録されている㈹。また日本側
においても，ソエダ日本興業銀行総裁が，日仏銀行設立の正式調印のため4月
18日渡仏する前後に「日仏銀行の日本興業銀行独占に対する非難が醸されてい
た㈹」。そこで，日本興業銀行側は，民聞諸銀行に株式を割当てることで，資
本金独占に対する批判を回避することができたが，日本人役員独占に対する批
判をかわすことは不可能であった。
　1912年パリに登場した日仏銀行は，ヨーロッパの金融業界に好意的な反響を
引きおこしたようである。ウイーンで発行されている銀行関係機関誌は，，次の
ように述べている幽。
　日仏銀行の名称でパリに最近，新しい銀行が誕生した。創立者たちの重要
性，その所有する資本金の大量さおよび営業活動の広範さから，莫大な未来の
繁栄を予想できる。
　日本人の創立者たちは，日本興業銀行，横浜正金銀行，第一銀行，三井銀
行，三菱銀行，そして，取締役会へのフランス側参加は，パリバ銀行と
BanqueFranCaise（ソシエテ・ゼネラル）である。
　新日仏銀行のDirecteurルネ・ドリゾンは，真のスペシャリストで，あらゆ
る点で名誉を重んずる人で，ことばの正確な意味であらゆる信頼を与えるに値
する人である。我々が今日みつけられない銀行家の全資質をまれに一身に具体
化した人であり，彼の指揮のもと，この銀行が繁栄するだろうことは疑いもな
いo
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　619
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　資本金は2，500万フランで，東京に支店をもつ。
　新設された日仏銀行への評価は高く，ソシエテ・ゼネラルとパリバ銀行が，
当初引受けた1万4700株（第1表参照）に対する購入の要求が，」フランスおよ
びヨーロッパの金融機関および金融業者から即座になされている。例えば，サ
ンクト・ペテルスブルグの民間商業銀行（Banque　de　Commerce　Priv6e）は，
その頭取ダヴイドフ（Davidoff）の名前で，400株の購入を申込み行ってい
る㈱。購入希望銀行が多くアルザス・ロレーヌ銀行（Banque　d’Alsace　et　de
Lorr目ine）の場合には，株式の購入申込みを8月20日に行ったにもかかわら
ず，「日仏銀行は6月22日に設立されたので，もはや貴行の希望をかなえるこ
とができません」と，パリバ銀行から，購入申込みを謝絶されている綱。
　以上みてきたような新設銀行に対する期待感を満足させ日仏銀行設立への不
満を出来るだけ消失させるため，ソシエテ・ゼネラルとパリバ銀行は，第2表
でみた自己の割当株を第3表にみられるよう，広範に分配している㈹。当表に
よると，フランス側割当数3万株のうち，ソシエテ・ゼネラルが4，450株，パ
リバ銀行が4，500株を保有し，残りの2万450株が分散して所有されている。こ
れはユ912年の年末のことであるが，注目すべきは，インドシナ銀行が1，000
株，アルベール・カーンが400株，またイギリスのパール銀行も250株を所有
し，日仏銀行の株主となったことである。だが，ロスチャイルド銀行，クレ
ディ・リヨネの参加はみられない。
　他方第4表では，日本興業銀行のソエダが独占していた日本側の株式も，よ
り分散して所有されるようになった。ソシエテ・ゼネラルの一資料がそのこと
を物語っている㈱。第4表は，その資料をここに採録したものである。当第4
表によると第1表で，日仏銀行の株式を独占した日本興業銀行のソエダは，
1912年のうちに三井，三菱，第一の各民聞銀行に2，500株づつ，また横浜正金
銀行頭取のミシマ，日本興業銀行理事のイノウエおよびサイトウに100株づつ
分売している。さらに，日本興業銀行事務局長ヨシカワの名前で購入した100
620
13日仏銀行（1912－1954年）の設立・経営をめぐる社会経済史的考察（上
、｝??????????…』』??????
???????????????
．????????
????』???〔??〕
???????
????????? ????
???? ????? ?? ???? ? ?
??oooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooooo岨ooooooooo岨o，o■ooo『ooo0N00N00寸寸寸㊤血寸o0N0寸o，N㎝N齪NH　　　　　　HH　一一　　一 ????????????
????? ??
??????????????????????????
????
????????????〕??
（???
????????????
???
126
32 早稲田商学第388号
第4表　日仏銀行日本人株主（19ユ2年）
売 手 買　手 株 数
I皿ouye 100
Yte　MiShi皿a 100
Saito 100
J．Soyeda Wat…㎜ab6
100
Mi鮎i　B汕q皿e 2，500
1酊Ba』lque
Diichi　Gi皿ko 2，500
Mitsubishi　B㎜que 2，500
T．Yoshikawa Tatsumi ユ00
合　　計 8，000
〔出典〕　Archires　H三storiques　de　la　Soci搬Gξnξr創e，B02762，により作成血
株は，横浜正金銀行ロンドン支店長タツミにそのまま売却されており，タッミ
は，取締役会メンバーにもなっている。日本側においても，不満組バンクの民
間銀行を参加させ，競合する可能性のある横浜正金銀行には，資本参加のみな
らず経営参加をも許すことにより，日仏銀行の円満な経営を意図したものとい
えよう。
　このように，日仏銀行に反対の勢力（例えばロスチャイルドやクレディ・リ
ヨネ）は，日仏銀行の経営から完全に排除し，不満グループには，株式を分売
することにより，不満解消の努力を行ったおかげで，成立した日仏銀行の経営
自体が，経営方針などをめぐり，内部的に紛糾することは全くなかった。日仏
銀行経営史は，別稿の課題であるので，これ以上立ち入らないが，株主総会の
雰囲気を瞥見しておこう。
　日仏銀行の株主総会では，既に事前に調整が行なわれたためか，銀行の営業
報告の内容について殆んど議論が行なわれていない。取締役会が株主総会に提
案した議案も，総て全会一致で承認されているのである。株主総会の議事録
が，パリバ銀行にも，断片的ではあるが残されている。
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　1917年12月の年次株主総会の議事録では「討論に移ったが，誰も発言を求め
る者がなく，議案はすべて全会一致で決定された㈹」と記載されている。また
1922年12月13日の定期株主総会でも「討論は全くなく，全ての議案が全会一致
で採択された綱」と書かれている。また翌，1923年12月12日の定期株主総会で
も「いかなる株主も発言を求めず」，「すべての議案は全会一致で採択されてい
る息勃」のである。さらに，1925年の場合も「誰も発言を求めず」，「すべての議
案は，全会一致で採択された㈱」のである。
　以上断片的史料によるものではあるが，日仏銀行の経営方針は疑問を招く点
が少なかったといえよう。
溢1〕原簿史「日仏銀行（1912－1954）の縫営史」（r早稲田商学』第382号，1999年9月刊）を参照。
　（2）　r日本興業銀行五十年史」（昭和32隼），113頁。
　（3〕波形昭一r日本植民地金融政策史の研究』（早稲田大学出版部，1985年）285頁。
　（4〕LI　Jin－Mielmg，Les　Relatio皿s　EcoI1omiques　et　Fim皿ciers　entre　La　F晒1ce　et　Le　Japo皿，de1859a
　　1914，Paris，1977．pp．411＿415．
　｛5〕1902隼の渋沢の渡仏と渋沢に対する，H・ジェルマン（クレデイ・リヨネ）の冷淡な態度につ
　　いては，拙稿「日仏経済交流一フランスの銀行家たちとの接触一」（「渋沢研究会編『公益の
　　遺求者・渋沢栄一」，山川出版社，1999年，121貢」及び拙稿（「日仏経営交流一渋沢栄一と
　　A・カーンー」（日仏経営シンポジウム成果刊行委員会編r日仏企業の経営と社会風±』文眞
　　堂，1999隼，22頁〕を参照。
　（6〕前出拙稿「日仏経営交流一渋沢栄一とA・カーンー」，16頁参照。
　（7〕拙稿「フイナリ訪旧調査団（1907年）一その活動・報告書及び成果一一（r早稲田商学j第
　　378号，1998隼10月）参照。
　18〕Archives　des　A胴res　Etran紅es，C．P．C．．Jap㎝、VoL55，（Micro－P．9202〕．なお，1921隼から
　　1927年まで駐日フランス犬健をつとめたポール・クローデルの本国との外交書簡は，P邑ul　Clau－
　　de1，Correspo皿dmce　Diplomtique　To止yo．1921－1927として，1995隼にパリG創1im邊rd書店より
　　刊行された。同書は，奈良遺子訳によりr孤独な帝国日本の1920隼代」として1999隼に草思社よ
　　り翻訳出版された。
　19〕アルペール・カーンについては，拙稿「大隈重信とアルペHいカーン」（早大絞友会脾稲
　　田学報』，1998隼10月号）を参照。
　⑩　以上の記述は，温8〕のフランス外務省史料による（在日フランス大使より，フランス外務大臣
　　への報舎杳〕。なお、日清・日露戦争の外資導入問題については，神山恒雄丁明治経済政策史の
　　研究j（塙書房刊，1995年）を参照。
　ωArc止ives　de　B加q舵de　Paris　et　d喧s　Pays－B邊s，7rue　L㎝is　Le　Gr蛆d，なお，バリパ銀行は，
　　1907年に訪日金融調査団を派遣した。その調査団については，前樹7〕を参照。また，「パロン・
　　シプサワの招待状」（［日本経済新剛1997年9月10日）をも参照。
　㈱以上の叙述は，パリパ銀行史料館の所蔵する無署名計画案（Note　Sur　r臨blis舵皿e皿tσme
623
34 早稲田商学第388号
　B且皿q旭e　Era皿co－Belge　a1ユJapon）　1こよる。
⑱以上の叙述は，パリバ銀行史料館に保管されている英文プラン〃肋∫ψん∫o〃伽ゲ伽
　F吻肋伽｛晒惚醐8岨〃毘，Yokoha皿a，7th　October1907　によるo
ω以上の叙述は，パリバ銀行史料館に所蔵されている，P妙り2C物物”び惚肋榊肋伽件
　J蜆肋も2，　Ie13Janvier，1908．による邊
㈱箭注（3鮫形昭一著書，292頁。
㈹以上の記述は，勝田家文書，「日仏銀行設立理菌趣意書」（明治45年）による。
肋勝田家文密，「日仏銀行顛末概要」（大正元隼）。なお，この勝田家文書のマイクロフィルムか
　　らの複写にあたっては，東窟大学の廣田功教授にお世話になった。
㈱　Archiws　des　A廿aires　EtraIlgるres，C．P．C．，Jap⑪珂．Vol．59，N螂姥〃r加〃刎な肋，Paris，1e4帥ril
　ユ9ユ2，
ω　インドシナ銀行の極東進出については権上康男氏の［フランス帝国王義とアジア　　インドシ
　ナ銀行史研究　　」（東京大学出版会，ユ985年）を参昭。また，フランス外務省のベルトロ兄弟
　　とアジア進出については，篠永宣孝氏の諸論文を参照されたい。
㊧◎以上4点におよび，日仏銀行設立の条件については，Archives　des　Affaires　Et閉㎎さres，C．P．
　C，，JAPON，Vo159，Note　pour　le　Ministreによるo
㈱　Archives　des　Affalres　Etr狐gεres，C．P．C．JAPON，Vol．59，UIle1ettre　dl1Mmistre　de1a
　R蔓p1ユblique　FranOaise僅I1ChiI蛇（M．de　Marcherie）さM，Poimarε（Mi皿istre　des　A行alres　Etrangさres〕
　（P已ki皿，1e26Arri11912〕．
鋤　Arohives　Historlques　de1a　Sociξte　Gξ11εrale．B㏄2s4ωCo閉物ま1〕犯〃伽珊㎜｛昭肋肺埋〃τK舳go〃伽〃
　肋So磁姥G6f蛇口囮屹，le26ja皿vier1912，B02762．
鯛　以上の記述は、前注㈱資料による。
㈱　前注鯛の付属資料①。
㈱　以上の記述は，葡注㈱の付属資料①による。
㈱　月蜆榊吻F伽刎か∫也榊お芭＿∫肋物姑，Paris，1912，Archives　Historiques　de1副Sociξ脆Gεnξ胴1e．
㈱　『日佛銀行定款』（明治45隼，活字版）勝田家文書。
鯛　　For皿aゼon　de　Sociξt色一Banque　Fr雷血oo｛apollaise，Pε加蛇5λ〃化加5，1e26juillet1912．PP．10－16，
　A．rohives　de　Banque　de　Paribas，415／2o
㈱以上，日仏銀行定款の内容については前注鯛の資料によ乱
㈱　　Arichives　Hi昌toriques　de－a　Sociξt色G6n6r釦信B02761　によるo
e］〕　Arcblves　Historiq1』e　de1副Scoiξt壱Gξ皿ξra1e　B02761　によるo
鋤　Les　Pr㏄さs－Verba1ユx　d1』Consei1d’Ad皿inistr且tio皿de　la　Soci隻tεGξ皿ξrale，1e21aoit1912，
　Arohi椛s　Historique　de∫G、、
鯛　　γ畑舶ゐ〃π1〕加㎝i10M虹1912．Archives　Historiq1』e　de　B呈㎜que　de　Paribas，ユ1／DFOM－221－
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㈱　　Procさs－Ver七aux　du　Cons直i1d’Administra七〇エ1de1a　B≡㎜qu皇de　Par1s　et　des　Pays＿Bas，sξa口ce　du
　18〕uin1912，Archives　de　Ba皿que　de　Paribas415／2一
飼　　Uoe　le廿re　de　Keng⑪Mori　pour　M二Dor｛z011de　la　SociξtξGξ皿ξr釦e　da淀e　如18ルヶ1912
　A醐hiv是s　Historique　de　la　Soci台垢Gε莇ξ丁証e，B02762．
㈱　U皿e　lettre　de　Reijiro　W固kats皿ki（M巳皿bre　de　la　Ch汕bre　de　Peers〕P㎝r　Monsi㎝r　Louis　Dorizon
　Allgus士301911（The　Depar［皿ent　of　Fin刎ce，Tokyo，JAPAN〕．Archives　His七〇rique　de1a　Sociξ淡
　Gξ日遣・ale資料B02762．
醐　　ぴ惚丁砺馴岨刎伽ε加γ舳｛伽加一∫砲杜P眈榊㎞悠、lo1O　JuiI11912，Noヱirod．Arcllives　Histori叩es
　de］齪SociξtξGεrξr釦e，B02762．
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鯛　Procεs＿Verba1d仙Conseil　d．AdmiIli彗tration（Extra1的d1』Consei1〕，B丑nq1ユe　Br柵co“apo皿aise，
　（16，0ユ，1913作成〕，Archives　d芭Banque　de　Pariba斗4ユ5／2
㈱　Archives　des　A宜割ires　Etr舳gεres，C．P．C．，JAPON，Vol．59＿60，No脆Crξation　d’Une　Banq咀e
　Franco→目ponaise註Paris一
㈹　Archlves　des　Affaires　E吐an蜂res，C，P．C．，JAPON，Vo1．59－60，Une　lettre　de　Ministre　du
　Co㎜merce　et　de　rIndustrie盆M，President　du　Conseil，MiI1istre　des　Af王airesεrellgεres，16Juiu
　1912．
㈹　前注（2〕『日本興業銀行50牢史」，ユ14頁。
綱　Une　traduction　de　l’artic1偉pam　da口菖1a　Press　Viemoise　au　Sl1jet　de　la　B，R　J．．1械舳圭㎞㎏∫
　B肋走藺〃HλNDE工∫∫ω〃㎜ムγ榊㎜8D允1912Archwes　Historique　de1a　S．G、，B2762．
㈱　この騰入申込みは，実現したようで，我々は第3表に，ペテルスブルグ民閥商業銀行の名前を
　見い出すことができる。この書簡については，Archi欄deParibas，11／DFOM－221／988，B狐que
　Franco．Iapomlse参照。
㈱　Archives　de　Pariba彗，11／DFOM－22ユ／988，Bauque　Frmo〇一apo皿aiseに分類されたバリバ銀行
　からの謝絶書簡参照。
㈲　この第3表は，Archlves　de　Parlbasの11／DFOM－221／988Banque　Franco」apomiseに保管
　されているものである。
鯛　Archives　Historique　de1a　Soci色tξG6n色ra1e，B02762　によるo
㈲　Proc…s－Verba岨de　l’AssembI遣e　Gξ皿ξr且1e　Ordinalre　de　la　Ba皿que　Franco－Japonaise，15　dξ一
　cembre19ユ71
綱　Ibld，1e13Dec．1922．
亀勃　Ibld．、le12Deo1923
帥1bid．，1e16Dec．1925、以上の注昨鯛に至る日仏銀行株主総会議事録は，Archives　de追anque
　d壇Par1bas415／2　吾二よるo
第二章　目仏銀行とインドシナ銀行との調整
　（1）口頭約東から文書による契約へ
　日仏銀行の設立（1912年6月第1回設立株主総会，7月第2回株主総会）に
至るまで，同行とインドシナ銀行との間には，お互いの営業活動・営業地域に
関して両行の競合をさけるための文書による合意書は設立していなかった。両
行の調整が文書による契約に至らず口頭によるものにとどまっていたのは，日
仏銀行を外資導入機関としたい日本政府の思惑と日仏銀行ではなく，インドシ
ナ銀行を介して，フランスの中国への投資戦略を展開しようとするフランス政
府の恩惑とがくい違いをみせたからである。
　日仏銀行設立直後，インドシナ銀行側から両行の口頭約束を文書化しようと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　625
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する動きが始った。1912年8月には，インドシナ銀行のシモン（Simon）が，
日仏銀行取締役で，日本興業銀行とも関係していたグンツブルグ男爵に次のよ
うな書簡を送っている（1）。
　拝啓グンツブルグ男爵（M．LeBaro皿J．deG㎜zburg，Paris）
　日仏銀行が今や最終的に設立された。そこで今や，インドシナ銀行と手紙の
交換により両行の中国事業につき相互の関係を調整しておくのによい時期だと
恩いませんか。
　日仏銀行設立前に，我々は口頭で次の合意をしていたことを確認します。
　①目仏銀行は，中国に支店もAgenceも開設しない。だがもし現在予測出来
ない事態により，その開設を余儀なくされたときは，それは，インドシナ銀行
の同意をえたのちでないと実現されない。
　②中国のEmprunt　de　Rεorganisationの全期間を通じて，日仏銀行は，その
契約グループに対して如何なる競争もおこさないし，そこに如何なる形態でも
参加しない。
　この間，日仏銀行は，直接的であれ間接的であれ，申国政府の資金調達に関
する如何なる事業にも従事しないであろう。
　③日仏銀行は，中国中央政府との契約によるいかなる貸付や借款において，
インドシナ銀行と競争しない約束をする。
　その他すべての事業に対して，日仏銀行は日本人グループがConsortiumに
参加する条件と同じ条件を守るであろう。
　この協定は，フランス大蔵省，外務省の同意をえており，彼らは満足の意を
表明している。但し，中国での日仏銀行の諸事業においてフランス人従業員や
フランスエ業に保留される利益に対する補償があるべきとの条件のもとである
が。
　だが，この点はもはや貴下との問で調整されており，念のためそれを文書で
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送るのです。
SしSimon（サイン）
　これに対し，グンッブルグは，1912年8月8日に手紙を書き，賛意を表して
いる。ソシエテ・ゼネラルのドリゾンに次のような手紙を送っていることから
（2〕，口頭約束の文書化に賛成していたことがわかる。
　親愛なるDirecteur　Gεnεra1・ドリゾン氏へ。
　日仏銀行について，M．Simonにより送られてきたテキストを受取ったので
転送します。最後のパラグラフだけ次のように変更されています。
　「日仏銀行が創設できるすべての企業，またそれにより日仏銀行が中国で獲
得できる影響力のなかで，日仏銀行は，獲得できる利益のすべてをフランスと
日本とで最大限平等に分配するよう努力するだろう。利益とは資材の注文，従
業員の指名，取締役の席の配分である」
　私はこの方法は，あなたにも承認しやすいと思う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グンツブルグ
　これに対し，日仏銀行の日本人グループでは，両行の調整の文書化には低抗
があった。ケンゴ・モリから，グンツブルグ男爵に宛てた8月9日付の手紙が
その事情を述べている‘3〕。
　インドシナ銀行と日仏銀行の協定に関する貴信を拝受。同時に東京からの
ケーブル電信をも入手。ソエダの帰国以来，政府の要人と日仏銀行の株主の間
で何回も会合があり，その結論を伝えてきた。
　ソエダはその日本人友人たちを満足させるのに大変に苦労している。ここに
提案するのは，ソエダと日本人との長い対話のすえの妥協物である。ここに7
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点あげるが，この7つの決定のうち，最初の5点は，取締役会が留意してほし
いだけの点である。最後の2点は，日本人グループの名前で正式に検討を依頼
する点である。
　①ソエダ以外の株主は次の通りである。
　三井，三菱，第一各銀行が2，500株づつ。三島子爵（横浜正金代表）が100
株，　タツミおよびすべての日本人取締役が各人100株づつ。
　②諮問委員会（Comit6Consultatif）を決定。4つの民問銀行の代表。バロ
ン・シブサワ，（第一銀行），ヴィコント・ミシマ（横浜正金銀行），Mr．ハヤ
カワ（三井銀行），Mr．ニムラ（三菱）である。
　③彼らは，日仏銀行との問にむすばれた新しい契約が，現在の協定に打撃を
与えないように期待する。
　④彼らは満州や中国に対するいくつかの事業がなされることを希望している
が，発行すべき最初の事業はOrientaI　DevelopInent　Cieの社債発行となろう。
　⑤インドシナ銀行との契約については，もっとも望ましいのは，それをまぬ
がれることである。日本人グループは，この契約の調印の前に意見をきかれる
べきである。このテーマについて発言したいことがある。この点，日仏銀行取
締役会は留意すべきである。あなた方は，日本人グループに諮問するのに十分
の時間がある。取締役会が9月のはじめまで決定をしないといっているので，
日本人グループは，この時までまたその後までも，取締役会が，インドシナ銀
行に最終的に回答をしないように望む。
　⑥日本興業銀行が，日仏銀行の支店として善意に協カする点だが，日本政府
と日本人取締役は，国家の銀行でもある日本興業銀行の性格自体を考え，同銀
行が日仏銀行の東京支店の役割を演ずるのは適切でないと考えた。これは勿論
日本人およびフランス人の民問資本家の協力精神を考えたからでもある。日本
政府・日本人グループは，comitξjap㎝aisがもっと信頼されるべきだと考え
た。この委員会こそが日仏銀行の利益の最良の守護者である。大型株主の代表
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でもある。だが，Consei1FranCaisの希望をいれ，日仏銀行の出発を容易化す
るため，日本興業銀行が，ユ年閥営業活動の保証をすることが受入れられた。
　日本興業銀行が日イム銀行の窓口になるという契約に関するケンゴ・モリの示
唆については，すべての日本人株主は全員一致して反対し，完全に拒否され
た。
　⑦3人の日本人取締役の件。ソエダのほかに，日本興業銀行は二人のポスト
を要求。T・イノウエとJ・サイトウである。このポストの指名は，イノウエ
侯爵と大蔵大臣にまかせて，株主間の討論をさけるべきと考える。この条件下
で日本人グループはこの取締役／Administrateur　d61ξgu6註Tokyo）には，取締
役会のメンバーの報酬に上のせがなされるべきと考えた。
　第6点については日本人株主たち，日本興業銀行の関係者たちは，日仏銀行
の利益を守りその資本を代表するcomitξjaponaisに，日仏銀行取締役会が信
頼をおいていないと感じている。彼らがその原則を1年の間しか利用しないと
決定したことは，ソエダがこの協定（原則）を受け入れさせるのに如何に苦労
したかを示している。また状況について，ケンゴ・モリが祥細に説明したにも
かかわらず，日本政府が，この修正を提出するよう要請したことは，如何に日
本人株主たちが，この点について，断固たる考えをもっているか示している。
そこで，日本人グループとして希望したいのは，この問題を正式に取締役会で
検討してほしいことである。
　第7点については，日仏銀行内部の問題である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ケンゴ・モリ
　（2）日仏銀行設立に対する反対論
　日仏銀行設立に対する反対論をフランス外務省のフィリップ・ベルトロ，イ
ンドシナ銀行およびロスチャイルド銀行の行動を通じて解明したグンツブルグ
男爵のドリゾン宛（および石井男爵宛）の文書にもとづき検討しておこう（4〕。
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　ユ912年3月22日，ケンゴ・モリは，興銀を代表し日本政府の許可を得て，ソ
シエテ・ゼネラルと，資本金2，500万フランの日仏銀行の創設に関する同意書
を交換した。
　この文書は，ソシエテ・ゼネラル側は，Direteur　G6n6ra1であるMr．ドリゾ
ンが代表してサインした。
　1912年3月19日，ドリゾンはフランスの大蔵大臣に手紙を書き，この銀行の
創設に関係している旨を伝えていた。
　3月22日に，ドリゾンはフランス大蔵省によばれ，フランス外務大臣がこの
銀行の設立に同意した手紙を示された。だがこの手紙には，日仏銀行は中国で
仕事をする権利がないと書かれていたのであ㍍
　この反対は，日仏銀行が中国でインドシナ銀行の競争相手になりうるという
事実に基いたものである。またC㎝sortium　Chinoisとの競争をも想定してい
た。
　この反対は，インドシナ銀行側から出されたのは明白であり，Consotim
Chinoisのトップにいる香港上海銀行も反対したにちがいない。
　その時，ケンゴ・モリはパリに来住しており，フランス大蔵省や外務省での
議論に加わることができた。
　日仏銀行の設立に最も反対したのは，外務省のMr．Berthelotであり，彼は
Mr．Adachiに，インドシナ銀行こそが，フランス政府から中国事業の独占権
を得ているのだとさえ述べたといわれる。
　数日後，このベルトロが，Luguet（chef　du　movem㎝t　g6nるral　des　f㎝ds）の
前でケンゴ・モリによって発せられた質聞に対し，彼は自分はまちがいをおか
したと宣言せざるをえなかった。この独占などというものは存在しないのだ
と。だが，ベルトロの反対はこれでも弱くならなかった。それはインドシナ銀
行の利益を守る以上のところへ進んだのである。というのは，インドシナ銀行
と日仏銀行グループの含意案が提案される度に，彼は受諾できない条件を課し
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たからである。
　終局的に，この粉争は，De　Vemeui1によりポアンカレの調停にゆだねら
れ，彼が完全に日仏銀行の創設に賛成だと宣言したのである。そして協定に到
着した。
　この協定にもとづき，フランス政府は，日仏銀行の創設に同意したのであ
る。そして，インドシナ銀行とその友人たちも，資本に応募したのである。
　我々はインドシナ銀行との協定について大きな不便を感じていない。だがも
し会長から我々がこの約束を守らなくてもよいと言われるなら，日仏銀行の取
締役会にとって，それはより快適となろう。
　さらに記録しておきたいのは，パリのロスチャイルド銀行が問題をおこした
ことだ。この銀行も同様に，日仏銀行の創設の邪魔をしようとした。我々の
行った陳情によりその反対が増えたのである。
　大蔵省史料館には，日仏銀行がフランスの大蔵大臣にあてた，日仏銀行設立
の由来，日仏銀行が設立されるにあたって，インドシナ銀行との営業活動の調
整などを示す『日仏銀行に関するノート』（Note　sur1a　Banque　Franoイapona－
iSe）が残されている（5）。日仏銀行側からみた日仏銀行設立の由来としても参考
となろう。
　それによると，1912年に日本政府が，パリにひとつの銀行を設立し，日仏両
国の金融・貿易関係をより発展させようとした。日本政府の考えでは資本金の
60％はフランス側，40％が日本側金融機関により出資されるべきで，日本興業
銀行，一政府系銀行だが一がそのイニシャチブをとるはずであった。日本
政府はこの計画実現のため，在ヨーロッパの金融工一ジェント，ケンゴ・モリ
に仕事を托したのである。ケンゴ・モリは，日本興業銀行のパリ代表として
の，ジャック・ド・グンツブルグ男爵（Baro皿Jacques　de　Gunzburg）と協力し
た。グンッブルグは，ケンゴ・モリと協力して，SociξtξGξn6ra1eに，将来の
日仏銀行の創設者となるよう働きかけを行った。
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　かくして，日仏銀行はユ912年の7月3日に資本金2，500万フランで設立さ
れ，約1千万円が日本の銀行，1千500万フランがパリの金融機関より出資さ
れたのである。
　日仏銀行頭取は，ソシエテ・ゼネラルの取締役でもあったゲルノー（Guer－
naut）であり，取締役会のメンバーは，資本金の出資比率に従い，フランス人
および日本人の要人からなっていた。
　副総裁，ソエダは，日本興業銀行の総裁で，日仏銀行のDireteur　G6n6ra1
はフランス人であった。
　新銀行の定款は，日本政府の希望により，事前に日本政府に伝達され，日本
政府は閣議でそれを検討して，完全な同意を与えていた。日仏銀行創設者たち
は，フランス政府に対しても無関心であったわけではない。創設者たちは，彼
らの意図をフランス政府に伝えていた。また，彼らはフランス政府に対して，
日仏銀行設立の許可を要請こそしなかったが，彼らはフランス政府が日仏銀行
の設立に満足することを望んでいたのである。というのは，この銀行は一日
本政府により熱望されていたが一日仏両国の絆を強めるはずであったからで
ある。従って，この計画に対して，フランス外務大臣がはっきりと不満を何回
も表明したことは，創立者たちにとっては驚き以外の何物でもなかった。この
不満の感情は，Philppe　Berthelotにもみられたが，反対派の立場には特に強力
なものがあった。この問題を解決するため，当時のパリの証券取引所の管理者
である，De　Vemeuilは一彼は日仏経済協力論の活発な推進者であった
が一当時の外務大臣R・ボアンカレに直接陳情した。この陳情が効果を生
み、ボアンカレは，その部下がこの新銀行の創設に反対するあららゆる行動を
申止するように命じたのであ乱
　Phi1ippe　Berthe1otは，かくして，日仏銀行が中国に支店や代理店を創設し
ないことを約束し，日仏銀行が参加することができない，申国借款団（C㎝一
sortim　Chinois）のすべての規則を遵守することを約束すれば，これ以上反対
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しないことを表明したのである。
　在仏日本政府代表は，このような日仏銀行設立に反対の仏側の要求に驚き，
ショックを受けている。1912年の12月29日に，パリの日本大使石井子爵は，
De　Gmzburgを呼びつけ，フランスの外務大臣と直接会談をするまでは，こ
れらの要求に反対し続けるように指示したのである。
　De　Gunzburgは，この会談の様子をすぐに日仏銀行総裁のゲルノーに伝達
し，ゲルノーはそれを了解したので，その同じ日にDe　Gunzburgは石井子爵
にその旨伝えたのである。
　だが1912年12月30日に，当時ソシエテ・ゼネラルのDirecteur　Gξn6ralで
あったルイ・ドリゾンの圧力のもとで，ゲルノーは，次節でみる調整内容の手
紙を書いたのである。この手紙は，フランス外務省の指示のもとで，インドシ
ナ銀行に宛てたものである。
　この手紙は，日仏銀行の創設者たちが，銀行出現以前になした口頭での約束
にもとづいている。
　実際，基本的契約は一日仏銀行創設の唯一の文書を構成するものだが一
1912年3月22日のもので，ケンゴ・モリとソシエテ・ゼネラル銀行の両者がサ
インしており，この文書は，この種の約束を何ら行っていないのである。
　いずれにしても，日仏銀行の取締役会は，この時点で既製事実に直面するこ
ととなった。日仏銀行の頭取のサインは，既製事実をより強固なものとし，彼
はその事実に従わざるをえなくなっている。日本政府は，この点について，数
回にわたり極端な不満を表明している。かくして，日仏銀行の社会的目的と営
業活動に課された制約は，今日説明することのむづかしい，極めて不安定なも
のである。
　日仏銀行の誕生から，数ヶ月後に，中国興業銀行（Banque　Industie11e　de
Chine）が誕生したが，この銀行に対しては如何なる制約も，中国借款団のい
かなる規則も課されることがなかった。
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　当時北京でその許可が交渉されている，新らしい中国興業銀行の利益を事前
に守ろうとして，人々は中国興業銀行を，申国での日仏銀行からの将来おこり
うる麓争から守ろうとしているのだろうか？　また人々は，中国興業銀行を
Consortiu皿Chinoisに緒びつけようとしているのだろうか？　人々の断言でき
るすべてのことは，日仏銀行は中国での活動が麻痒しており，その中国を申国
興業銀行は主要な経営舞台としていることである。
　だが，状況は極めて特異である。日仏銀行に守らせようとしていた約束は，
以上の点からみて，適法性をこえるものである，とこの史料は述べている。
　第一次大戦中に事態が変化した。中国興業銀行（Banque　Industrie1le　de
Chine）が，破産状態におちいった。当行は横浜に支店を開設したが，営業不
振により閉鎖を余儀なくされている。ごく最近，中国興業銀行の管財会社が，
1ヨ本政府にこの支店の再開の許可を求めている。それに回答する前に，パリの
日本大使は，この事例を検討するため日仏銀行の頭取と会談した。この会議中
に，日仏銀行の頭取は，彼が完全に理解できるのは，日本政府は，フランス国
籍の銀行が，日本に支店を開設するにあたり，その銀行が日本の法律により要
求される条件をみたしている限り，何の干渉もできないということであった。
だが彼は，相互主義の点から，日仏銀行がそれ自体に不当にも違法的に課され
ている，制約体制下にいつまでも置かれていることは，全く容認できないと付
加するのを忘れなかった。
　日仏銀行とインドシナ銀行の問には，何の会話も何の交渉も存在しなかっ
た。インドシナ銀行は，1912年に，只単に約束事のある種の監視者として選ば
れたものにすぎないのである。この「日仏銀行に守らせる約束事」という表現
をフランス外務省は，多くの理由から明らかにしたがらないのである。この約
束事を守らせるという役割を，インドシナ銀行は十分に果し，日仏銀行の1912
年12月30日の手紙で述べられるまでもないことである。
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（3）日仏銀行とインドシナ銀行による文書による合意書
　以上みてきたように，日仏銀行の設立時点では，日仏銀行とインドシナ銀行
の文書による合意は，存在しなかった。だが，日本側参加者に不満がみられた
とはいえ，日仏銀行開業から数ヶ月後の1912年！2月30日付で，日仏銀行取締役
会総裁のゲルノーは，インドシナ銀行の取締役会会長宛に書簡を送り，両行の
間で成立していた合意を確認したのである（6）。それによると，①日仏銀行の中
国への出店の禁止，②中国再繍成の国際借款団への不参加，③中国事業でイン
ドシナ銀行の競争者とならないこと，④日仏銀行が中国より獲得するあらゆる
事業の利益の日仏折半が確認され，インドシナ銀行に極めて宥利なものとなっ
ていた。
　両行の合意協定書は，フランス大蔵省，フランス外務省の同意を得て作成さ
れ，日仏銀行（ゲルノー）から，インドシナ銀行取締役会会長宛の正式協定文
書（1912年，12月10日付）が，フランス外務省史料館に残されている。
　この史料にもとづき，1912年ユ2月に成立した両行の合意点，四点を確認して
おきたい｛7）。
　①日仏銀行は，中国に如何なるかたちであれ，支店も出張所も開設しませ
ん。だが，予測されない事態の変化により，支店や出張所開設の必要が生じた
場合にも，必ずインドシナ銀行の合意を得たのちでないとそれは不可能となり
ます。
　②中国再編成の国際借款については，日仏銀行はこれに参加レませんし，イ
ンドシナ銀行の競争者となることは致しません。この期間，日仏銀行は間接的
であれ直接的であれ，中国政府の資金調達活動に関係する事業には従事するこ
とはないでしょう。
　③日仏銀行は，融資や公債に関し申国中央政府とのいかなる契約も締結しな
いでしょう。その他すべての事業において，日本人グループがC㎝sortiumに
参加する条件を守るでしょう。
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④日仏銀行が中国で始めるすべての事業一そして中国で影響力を発揮でき
るすべての事業一において，日仏銀行は可能な限り，その獲得する利益のす
べてをフランスと日本との間で平等に分配するように努めるつもりである。獲
得する利益とは，資材の注文，従業員の顧用および取締役のポストの配分であ
る。
　以上が，フランス外務省の史料館に保存されている，日仏銀行とインドシナ
銀行の合意文書（1912年12月）であるが，日本の勝田家文書のなかにも，全く
同一内容の四点からなる，合意文書が，「日仏・印支契約」として残されてい
る｛8〕。既にインドシナ銀行を通じて，対中国政策を進めようとしていたフラン
スの外交方針（特に外務省のベルトロ兄弟の動き）を理解しないとするなら
ば，この両行の文書による協定は，全く日仏銀行に不利なものであり日仏銀行
側の不満が高まるのも当然であった。
　（4）目仏銀行・インドシナ銀行文書協定破棄の動き（1923年）
　両行の文書協定破棄の動きは，申国をはじめとするアジアでの経営活動の自
由を二重，三重に制約され，その経営を日本にのみ閉じ込められていた日仏銀
行側から，1923年に顕在化するにいたった。日仏銀行経営史に関する別稿の研
究によれば｛9〕，1923年は日仏銀行の第二期，「高利益，高配当期」（1919－1930
年）にあたっており，154万3940フランの純益をあげ1株当りの配当金も，
ユ919年に6，25フランであったものから，1923年には1ユ．25フランヘと上昇し，
経営活動の活発化がみられた時期であ糺1923年9月に関東大震災がおこった
にもかかわらず，東京の日仏銀行関違施設の被害は殆んどなく，むしろ震災後
に，日仏間の経済交流使節団の相互訪問が活発化したのである。1923年の株主
総会における取締役会報告書にもとづき，日仏銀行が協定書の破棄を通告し
た。フランス大蔵省の史料館には，以下の資料がみられる血◎。
　それは，日仏銀行取締役会会長の名前で，インドシナ銀行の取締役会会長に
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宛られたもので，1923年10月24日付である。
　拝啓。
　わが行の取締役会会長により，貴行に宛てられた，1923年12月30日の手紙に
関係して，ここに，1923年9月2ユ1日のわが行の取締役会の議事録の抜粋をお送
りします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
　取締役会は，フランスのある銀行が日本に進出した事実から，日仏銀行に対
して発生した競争について相談した。この機会に，わが銀行の取締役会会長が
インドシナ銀行の会長に1912年12月30日付で送付していた手紙について注意を
提起しておきたい。この手紙故に，日仏銀行は申国での活動を断念したのであ
る。だがこの分野の仕事の放棄は，株主総会の承認を得ていないことから，ま
た，会社定款第4条で予想される発展の可能性を大きく制限することから，ま
たその代償が示されていないことから，問題となっているフランスの銀行（中
国興業銀行）が日仏銀行よりあとに設立されたのにもかかわらず，この機関は
日本を含む極東での行動に完全な自由をもっていることから，全く新らしい事
態が迎えられたと考える。
　従って，日仏銀行の取締役会は，上記の手紙は存在せず無効とみなし，将来
如何なる考慮にも入れないことを決定する。（1923年10月24日取締役会議事録
抜粋。取締役会会長）。
　これに対しインドシナ銀行，取締役会会長Monp1anetは，日仏銀行に以下の
書簡を1923年11月8日，パリで作成，送付している。
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　拝啓。
　10月24日付の玉信拝受しました。わが行の10月7日の取締役会で紹介しまし
た。われわれの取締役会は，1912年12月30日の日仏銀行の手紙は，フランス外
務省と大蔵省のイニシャチブと示唆により作成されたものであるところに間題
があると考えます。このことは，交渉に参加していた貴社の取締役の何人かは
ご存知のはずです。この問題を提起した上述の二つのお役所の意見をきくこと
なしに，貴信に返答をかくことができない点ご了承をいただけたらと存じま
す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具。モンプラネット（サイン）
　日仏銀行から，協定破棄の通告を受け取ったインドシナ銀行は，1923年11月
9日付で大蔵大臣宛にも手紙を認めているω。その内容は，以下のとおりであ
る。
　日仏銀行とのこの約束は，日仏銀行取締役会会長の1912年12月30日の手紙に
もとづいているo
　インドシナ銀行側は，事前の通告もなしにこのような手紙を受取ったことに
驚ろきをかくしえない。特に当事者の一方の単なる決定により，我々がたえず
守ってきた条項が廃止されるとは考えられないことである。だがここで述べる
我々の驚きは，日仏銀行とインドシナ銀行を縞びつけるこの協定は，両行だけ
の決定から生じていたものでなく，外務省，大蔵省の関係個所の保護と示唆に
より締緒されたものだったことによりさらに倍増する。
　1912年12月30日の日仏銀行の手紙というのは，1912年の5月7日に大蔵省資
金局（Le　Cabinet　du　Directeur　du　Mouvement　G6nξral　des　Fonds）で行なわれ
た会談での決定を確認したものにすぎない。この会談には，ルケ（Luquet）と
両行の関係者，外務省のベルトロ，日本政府財務官（D61696Financier）のモ
リ・ケンゴが参加した。その議事録は，参加者に配布され，フランス政府から
　638
　　　　　日仏銀行（1912－1954年）の設立・経営をめぐる社会経済史的考察（上〕　　　49
の同意を得たことも記録されている。このフランス政府の同意が何故必要かと
いう点は，当時は口頭でしか説明されなかったが，その点ご所蔵の史料のなか
に記録されていると恩う。
　この条件下では，日仏銀行の意図について攻撃することは適切でないと思わ
れる。そこで本行は，日仏銀行よりのこの通知に回答するこができるために貴
局の見解を知らせていただきたいのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　インドシナ銀行
　日仏銀行とインドシナ銀行との文書による協定が，フランス大蔵省，フラン
ス外務省のイニシャティブにより成立したとする，インドシナ銀行側は，日仏
銀行の協定破棄の提案を両官庁の決定に委ねるかたちで，反対の意向を示して
いる。それでは，外務省と大蔵省の見解を次にみておこう。
　1924年3月4日にフランス外務省政治・商業部局，アジア＝オセアニア・セ
クションの発信で大蔵省に3月21日に到着した大蔵大臣宛の手紙が残されてい
る⑫。
　この手紙は以下の通りである。
　昨年11月23日の手紙によると，日仏銀行は1912年12月30日の手紙を無効とす
るという取締役会の決定を外務省に伝達する義務を感じているようである。こ
の約束（中国で活動しない）は，外務省と大蔵省の示唆のもとでなされたの
で，日仏銀行は，フランス政府に廃止提案の同意を求めてきたものである。
　他方，インドシナ銀行はまた，日仏銀行が何の予告もなく一方的決定で，こ
の手紙の廃止を通告してきたことにびっくりしたと伝えてきている。インドシ
ナ銀行は，その規定をたえず遵守し，この協定はフランス政府の承認をえたも
のだと考えた。日仏銀行と同じ立場をとることを拒否して，インドシナ銀行
は，政府の決定にゆだねると宣言している。
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　この間題の新たな研究は，私の目には，政治経済・金融的理由を放棄するこ
とが正当である場合のみ確立できる。日仏銀行設立時には三つの省，外務，大
蔵，商務が日仏銀行とインドシナ銀行の協定を導いたのである。
　日仏銀行設立に先だつ，1912年の交渉遇程で日本政府が，この機関の設立を
推進することは，何ら日仏の商業的利益を発展させるものではないことを明ら
かにした。日本政府は，何よりも，中国における活動の遣具を獲得したかった
のである。日仏銀行の設立は，日本政府をして，日本企業のために，日本での
政治的影響力を確保するため，フランス金融市場の物的及び道徳的資源を活用
する点にあった。
　中国における日本の行動に如何なる武器をも与えたくないという配慮が，ま
たこの日本でのフランス企業に対する外国の競争からフランス企業を守る必要
と一致して，フランス政府に対してこのような防衛政策を正当なものとしたの
である。
　この禁猟地政策は，東京および北京のフランスの外交団からも推奨された
が，その後の事態により全く正当化されたのである。即ち，日本興業銀行が東
京の日仏銀行支店を支配するようになり，この銀行のソエダ総裁の行動によっ
ても明らかとなった。実際，日仏銀行の取締役会にフランス人役員が多いこと
で，フランスの利益が守られるという保証は幻想であったのである。
　従って，1ヨ仏銀行の活動範囲を制限すべきである。日仏協カの行なえる活動
範囲に限定すべきである。
　合法的かつ慎重に，東京の日本政府は外国で70億フラン近くを調達すること
を夢みている。そして，ソシエテ・ゼネラルは，日仏銀行にロンドンで集めた
資金を投入しようとしてい机
　フランス政府の守ってきた慎重さは，今日でも決して正当性を失っていな
い。国際借款団の構成や中国での日本の活動の制限に関する交渉をみるかぎり
中国への日本の野心は存続しており，少なくとも経済的視点からみると同様に
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緊急なものである。もし，この時，フランス金融市場が日本政府に資金を与え
ることができないとしても，日本政府は少なくとも中国で，日仏銀行の仲介に
より，現在，パリ，ロンドン，ワシントンで利用可能な多かれ少なかれ巨大な
資金を利用できるのである。日本政府が現在アメリカ合衆国とイギリスとで交
渉している額は巨大なのである。
　一般的にみて，現在の危機が何らかの制限になるとはいえ，近い将来におい
ては，日本政府が中国で日仏銀行を日本の行動手段として利用しそれにより，
フランスの中国での利益の発展を制隈することは考えられる。
　この条件下では，1912年12月12日に貴省（大蔵省）の手紙で形成された結論
は保持されるべきだと思う。これらの条項は，一モリ・プランのそれだ
が一最初に大蔵省で規定されたものよりはるかにゆるやかになっている。日
本政府の約束にもかかわらず一日本大使館の行動の結果一我々は既成事実
の前におかれている。
　だが私は，私の結論についてのあなたの考えを知らせてほしいのだ。
　この様に，外務省は協定破棄に反対の旨発言し，大蔵省の見解を求めてい
る。
　大蔵省は，大臣名で1924隼4月171ヨ付の手紙を外務省政治・商業局アジア課
を対象として送付している。宛名は外務省のPrξsident　du　C㎝sei1となってい
る㈹。
　貴下は，去る3月14日のユ248号の手紙により，日仏銀行の取締役会の決断に
ついての意見を大蔵省に伝えてきた。それは日仏銀行がインドシナ銀行に約束
した1912年12月30日の内容を無効とするとの手紙についてである。
　貴下は当時三省が，日仏銀行の極東での行動分野を制限することが必要だと
考えたと述べている。というのは，この銀行が，日本興業銀行の一手段とし
て，そして東京の政府自体の問接的手段として行動すると思われたからであ
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る。かくして，フランス政府の示唆により日仏銀行は，インドシナ銀行の事前
の同意なしにはいかなる支店も申国に開設しないと約束したのである。
　貴下は，当時のフランス政府のこの慎重さは現在でも依然として正当化でき
ると考えている。貴下は，今でも東京の政府がいつの日にか中国での行動を拡
大するため日仏銀行を利用し，フランスの発展の可能性を制約すると考えてい
る。従って，1912年12月の制約条件を貴下は，維持すべきと考えている。
　私は，これらの条件は，わが国フランスの外交政策の活力にとって基本的な
ものだと考える。従って，私は貴下の緒論に同意する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FranCois　Marce1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランソワ・マルセル
　以上，ユ923年の文書協定破棄の宣言は，経営の上昇途上にあった日仏銀行側
より，一方的になされたが，それはインドシナ銀行はもとより，フランス外務
省，大蔵省の同意をうることができなかった。日仏銀行の実際の経営を分析す
ると，この宣言にもかかわらず，1923隼以降特に中国業務に専念していく点は
目撃されないのである。
注て1）　Une工雀ttre　de　la　Pa直de　M－Si皿011⑮anque　de　rIndochine〕Pour　M．le　BaroI1de　Gu皿宝burg（Paris
　1e7ao砒19ユ2）、Archives　Historique　de　la　Sociεt6Gξ皿ξra工e，B02761・
（2）Une　Iettre　de　Jacques　d1エGu皿tzbourg　pour　M．L．Dorizon，le8aoiit1912，Archives　Historique
　de　la　Soc壷達tξGξnξrale，B02761．
（3〕　Une　Iettre　de　Ke皿go　Mor1曼Monsie皿r　le　Bar011Jacques　de　Gunzburg，LoIldre－e　g　aoiit1912，
　Archives甑storique　de1副Soi搬Gξ皿6r出，B02761．また8月14日のノ］トは，次のように述べて
　いる。
　　日仏銀行とインドシナ銀行の取決め（arra㎎e皿㎝t）については，日本人株主たちは，当然の
　ことながら，この銀行といかなる約東もすべきでないと考えている。日仏銀行の活動領域がひど
　く滅少してしまうからである。
（4）Not巳d£B固roll　J．de　Gu皿窩burg主M．L．Dorizo皿et　au　Baro皿喧hii，1e19nov－1912，Ard1ives
　Historiqu丘de　la　SociεtεGξn6胞1巴，B0276ユ．
｛5）　Note　s1ユT　h　B加ql］e　Fr加co｛apo皿ai舵．Ce皿tre　des　Archive宮Eoo皿o皿iques　et　Fi皿呈皿ders，Minis淀re
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　de1’Economie　des　Finances　et　de1－lnd皿strie，B32，888（Savigny＿Le＿Te皿p1e〕．
（6〕　Note　Sur　1a　B呈mque　FrmcoJ乱po皿宜ise，Cen杜e　des　Archives　Econo皿iques　et　Fmanciさres，
　Mi口istさre　de　rEcommie　des　Fin狐oes　E亡de1’Industrie　B32，888の付属史料①による。
（7〕　Archives　des　Aff釦res　Etr旦ngεres，C．P．C、，JAPON，Vo1－59－60，DirectioIl　des　A打aires　Politiques
　et　Com皿ercia1es，de　la　part　du　B且皿q1ユe　Fr汕co』aponaise　pour　M．1e　PrεsldeI1t　du　C01ユseil
　dIAd皿inistratio皿de1目B纈nque　de　rInd㏄hine，1e10Dεc．1912．
（8〕勝田家文書，「日仏銀行ト印度支那銀行トノ協定」（大正元年）。
19〕原輝史「日仏銀行（1912－1954隼）の経営史」（r早稲田商学」第382号，1999年9月刊）によ
　　る。
㈹　以下に紹介する二つの手紙は，NotE　Sur1a　Banque　Franco舶p㎝aise，Centre　des　Archives
　Eco口omiques　et　Financiさres，Mi皿istさrede1’Ec㎝omie　des　Fim口ces　et　de1’1ndustri虐，B32，888の付
　属史料②と③である。
σ1〕　Une　lettre　de　la　Banque　de　l’1ndo－Chine，Centre　des　Archives　Ec0110miques　et　Fi皿anciさres，
　Mini昔淀re　de　rEcoI1o皿ie　des　Fina皿oes僅t　de1－Industr1e，B32，888．
胸　　Une　lettre　de　Ia　SectloIl　d’Asie＿0c6anie，1肋d，B32，888一
血3　U口e1ettre　du　Ministre　de彗Afiaires　Etrangeres，工肋泓，B32，888一
（以下次号の［早稲田商学」第389号の同タイトルの拙稿（下）に続く）。
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